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城西大学は、1965 年 4 月、創立者であり初代理事長・学長である水田三喜男による建学
の精神「学問はそれ自体が目的ではなく、あくまでも人間形成の手段である」を掲げて、
我が国が文化国家として発展するために必要とされる人材の育成を目指して経済学部(経
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1．理念 ･目的 1．理念 ･目的



































1．理念 ･目的 1．理念 ･目的















 2008 年度は、開設初年度入学生が 3 年次生となり、年度末から就職活動が始まり、完成




















1．理念 ･目的 1．理念 ･目的




















 学部開設時には、「企業」「環境」「行政」という 3 つの柱を設けたが、さらに社会的な












念に基づき 2008 年 4 月よりカリキュラム改正を行った。経営学部の特色であるミニマム
スタンダード(基礎的資格取得目標)を TOEIC、会計、情報に置き、さらに、健康・スポー
ツの資格も加え、学生の選択肢を増やし、将来の進路と結びつくよう配慮した。プロジェ
1．理念 ･目的 1．理念 ･目的
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1．理念 ･目的 1．理念 ･目的

































 物質科学専攻は 2004 年に創設され、4 年を経過したところである。今日まで 3 回の修士
課程修了者、計 31 名を社会に送り出してきた。学位取得者の進路の内訳は製造業研究職、
技術職が主体であり、それに情報産業 SE 及び教員が続いている。すなわち、研究職 11、
1．理念 ･目的 1．理念 ･目的
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療を推進し、国民の主観的 QOL(quality of life)を高く維持し健康のよりよい状態を目指
すこと(ヘルスプロモーション)を直接的または間接的に支援する人材の育成を教育目標に
している。 
1．理念 ･目的 1．理念 ･目的
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学 部 学 科 大学院研究科 
経済学部 経済学科 経済学研究科経済政策専攻(修士課程) 




























することを目的として、語学教育センターを設置した。2006 年 4 月には、公共性と市場効
率の両立が重要となる未来社会に活躍する人材の育成を目的として、現代政策学部社会経
済システム学科を設置した。また、同年、今後の医療を支える人材育成を目指した薬学教





















































































































 卒業に必要な総単位数は、経済学部 128 単位、現代政策学部 130 単位、経営学部 128 単
位(2008 年度生より 132単位)、理学部数学科 124単位、理学部化学科 128単位、薬学部薬
学科(6 年制)186 単位、薬学部薬学科(4 年制)124 単位、薬学部製薬学科 124 単位、薬学部











































ある。2006 年度に薬学教育制度が改定され、薬学科の修業年限が 6 年間となった。6 年制
の薬学科は完成年度前であり、2010 年度から長期実務実習が開始される。2008 年度に臨
















ら、本学では 3 学部 4 学科にボランティアに関する授業が設置され、単位を認定している。
詳細は各学部・学科の項に譲るが、単位認定を含め適切に運営されている。なお、ボラン
3．教育内容・方法（大学全体） 3．教育内容・方法（大学全体）






 各授業科目の単位計算方法は、大学設置基準第 21 条に基づき、本学学則第 14 条に規定
している。
 各授業科目の単位数の計算は、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容を
もって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間
外に必要な学修等を考慮して、次の基準で行っている。
1) 講義科目・演習科目：15 時間から 30 時間までの範囲で、別に定める時間の授業をもっ
て 1 単位とする 
2) 実験・実習・実技科目：30 時間から 45 時間までの範囲で、別に定める時間の授業を
もって 1 単位とする 
3) 卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、別に単位数を定める。詳細
は各学部・学科の項に譲るが、上記基準に基づき、各学部・学科は、その科目の性格に
より単位数を定めている。(学生便覧 2008 p.310) 
国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
28 条第 2項、第 29 条) 
 本学学則 36 条の 2 において「教育上有益と認められるときは、本学が協定し又は認定
した外国の大学の授業科目を、本学の学生が履修することを許可することができる」と規
定し、30 単位を超えない範囲で単位認定することを定めている。また、入学前の既修得単




埼玉県内 18 私立大学が実施している「彩の国大学コンソーシアム」の単位互換協定(10 大
学で実施)にも参加している。これらの規定・制度は、大学設置基準第 28 条第 2 項、第 29
条と合致している。(学生便覧 2008 p.314) 
全授業科目中、専任教員が担当する授業科目とその割合 
 2008 年度の全授業科目における専任教員が担当する授業科目の割合は、経済学部
53.9％、現代政策学部 59.2％、経営学部 47.8％、理学部 60.5％、薬学部 79.6％であるが、
詳細は各学部・学科の項に譲る。(大学基礎データ 表 3) 
3．教育内容・方法（大学全体） 3．教育内容・方法（大学全体）
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本学において、外国人留学生に対する教育課程編成上、教育指導上の配慮は、社会科学












































 単位認定・成績評価については、学則第 23 条から 26 条によって規定されている。成績
評価は、主として定期試験、及びそれを代替・補完するものによりなされる。受験資格に












に公表されている。(学生便覧 2008 p.311、及び各学部「成績発表」の項) 
履修科目登録の上限設定等、単位の実質化を図るための措置とその運用の適切性 
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も、各年次の進級条件(理学部数学科は 3 年次・4 年次進級条件)が設定され、各年次の教
育の質が確保されている。






























を文書で配布するなどの配慮をしている。(学生便覧 2008 p.315、p.316) 
3．教育内容・方法（大学全体） 3．教育内容・方法（大学全体）


























































SciFinder 講 習 会 、 EndNote 講 習 会 、 Scopus 講 習 会 、 ScienceDirect 講 習 会 、
SpringerLink 講習会、Course Navig 講習会。
「遠隔授業」による授業科目を単位認定している大学・学部等における、そうした制度の
運用の適切性 
 該当しない。  
4 年未満で卒業もしくは大学院への進学を認めている大学・学部等における、そうした制
度の運用の適切性 
城西大学大学院学則第 11 条 4 では、「大学に 3 年以上在学し、各研究科において、所定
の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者」に大学院入学資格を与えている。

































































































オスロ大学などヨーロッパ圏の姉妹校も増えてきている。2008 年 5 月現在、本学が学術交
流協定を実質的に締結している大学は、以下の 24大学である。
 ア メ リ カ：カリフォルニア大学リバーサイド校、ウェスタン・ミシガン大学、スペル
マンカレッジ 
カ ナ ダ：カモーソン・カレッジ、セント・メアリーズ大学 
 中 国：延辺大学、首都師範大学、伝媒大学、大連理工大学、天津外国語学院、華
南師範大学、広州市旅遊商貿職業学校、大連外国語学院 
 台 湾：淡江大学、真理大学、国立高尾餐旅学院 
韓 国：東西大学、梨花女子大学、韓国外国語大学、西江大学 
イ ギ リ ス：バース・スパ大学 
ハンガリー：ブタペスト商科大学 
ノルウェー：オスロ大学 





















ている。また、短期留学では夏期に 2 週間から 30 日間の語学研修プログラムを実施して
きたが、2007 年度からは学生ニーズの高い体験型の短期研修(春期)も開始した。
 2003年度から 2007 年度までの JEAP プログラムを利用しての海外留学は、以下のとおり
であるが、これまでに当該プログラムにより留学した学生は、およそ 1,000 名にのぼる。
  2003年度 長期留学： 2名 短期留学： 15 名 卒後留学： 1名 
  2004 年度 長期留学： 5名 短期留学： 15 名 卒後留学： 1名 
  2005 年度 長期留学： 3名 短期留学： 14 名 卒後留学： 1名 
  2006 年度 長期留学： 1名 短期留学： 12 名 交換留学： 2名 




































院設置基準第 3条第 1 項、同第 4条第 1 項との関連 
 本学大学院の理念・目的は、大学院学則第 1 条にあるように、学術の理論及び応用を教
授研究し、その深奥を究めて文化の進展に寄与することである。また、修士課程と博士後
期課程の目的は、それぞれ、同第 2 条第 2 項、同第 3 項に明示している。これらの各条項
は、学校教育法第 99 条並びに大学院設置基準第 3 条第 1 項、同第 4 条第 1 項に対応して
定められている。本学大学院には、経済学研究科・経営学研究科・理学研究科・薬学研究
科の 4 研究科があり、修士課程に 7 専攻、博士後期課程に 1 専攻が、それぞれ設置されて
いる。詳細は各研究科・専攻の項に譲るが、それぞれ、その目的に応じて特色あるカリ
キュラムや授業形態を採用している。(学生便覧 2008 p.402) 
「広い視野に立って清深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要
する職業等に必要な高度の能力を養う」という修士課程の目的への適合 

























は、大学院設置基準第 3 条第 1 項に規定する修士課程の目的を達成するために開講する科
目のうち 30 単位以上の履修を義務づけている。また、博士後期課程においては、大学院






作成のための科目である「特別実験」は、1 年次の 7 月か 8 月に開始され、1 名の院生に




















第 15 条) 
 本学大学院学則第 23 条において「教育研究上有益と認めるときは、他大学の大学院(外
国の大学の大学院、若しくはそれに準ずる高等教育研究機関を含む)と予め協議の上、当
該大学の大学院等において、修士課程にあっては授業科目の履修を、博士後期課程にあっ
ては必要な研究指導を受けることを認める」とし、同第 2 項において「10 単位を超えない
範囲で、本大学院で修得したものとみなすことができる」としている。これらは、大学院
設置基準第 15 条の規程に適合している。(学生便覧 2008 p.405) 
社会人、外国人留学生に対する教育課程編成、教育研究指導への配慮 
 社会人の入学に関しては、大学院学則第 11 条、同第 12 条において、また、外国人の入









































































































































 教員・研究者の国際学術研究交流の状況は、「大学基礎データ(表 12)」のとおりである。 
3．教育内容・方法（大学全体） 3．教育内容・方法（大学全体）











 修士・博士の各々の最近 5 年間(経営学研究科ビジネス・イノベーション専攻は 4 年間、
理学研究科物質科学専攻は 3 年間、薬学研究科医療栄養専攻は 2 年間)の授与状況は、「大
学基礎データ(表 7)」のとおりである。学位授与に当たっては、本学大学院学則第 25 条、
同第 26 条、並びに学位規定第 2 条、同第 3 条により明文化された基準に基づき適切に審
査されている。(学生便覧 2008 p.406、p.422) 
学位審査の透明性・客観性を高める措置の導入状況とその適切性 
 修士論文、博士論文の審査並びに学位の授与に関しては、本学大学院学則第 27 条及び
学位規定第 4 条から同第 14 条において規定されている。具体的な学位審査の透明性・客
観性を高める方策に関しては、各研究科の項に譲るが、いずれも明文化された上記学則・
学位規定に基づき行われている。なお、学位の授与された論文は、本学図書館に保管され、
閲覧の供に賦されている。(学生便覧 2008 p.406、p.422～424) 
留学生に学位を授与するにあたり、日本語指導等講じられている配慮・措置の適切性 
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(表 1) 






































































































目として 1 年次に「日本語ⅠA・ⅠB」が、2 年次に「日本語ⅡA・ⅡB」が開講されている。
 3 年次には、「オーラル・イングリッシュⅢA・ⅢB」が、4 年次には「オーラル・イン
グリッシュⅣA・ⅣB」が開講されている。

















科目のうちゼミナール(16 単位)、専門科目(第一分野：52 単位) ］が 53％、一般教養的授
業科目［関連科目(第二分野：52 単位)］が 41％、外国語科目［TOEIC イングリッシュ(8
単位)］が 6％である(表 2参照)。 
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(表 2)卒業に必要な単位数 
経 済 学 部 
経 済 学 科 
学 部 
学 科 
系  列                  項目 単 位 数 
 フレッシュマンセミナー 4 




TOEIC イングリッシュ IA・IB・IC・ID 
(外国人留学生は日本語 IA・IB・ⅡA・ⅡB) 
8 
  ゼミナールⅠ・Ⅱ   8 
専門科目(第一分野) 52 
関連科目(第二分野) 52 
合         計 128 



























 卒業必要単位数である 128 単位のうち、必修単位数は基本科目として設定した 24 単位
である。その内訳は、「フレッシュマンセミナー」「ソフォモアセミナー」「ゼミナール
Ⅰ・Ⅱ」の各 4 単位と、外国語科目である「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」
の各 2 単位である。したがって、必修科目の配分は 19％、選択科目の配分は 81％である。
なかでも、必修科目のうち全学年・必修ゼミナール制の 4 科目は、卒業必要単位数の 13％
を占める点が特徴的であり、量的配分は適切であると考える。
学生が後期中等教育から高等教育へ円滑に移行するために必要な導入教育の実施状況 







員がセミナー学生を 1 年間担当し指導する。週 1 回のセミナーであるが、大学生活におけ
る連絡事項などは当セミナーを経由し、学生に伝達される。さらに新入生にとっては、多



































2007 年度 「インターンシップⅠ」 20 名、 「インターンシップⅡ」 5 名 














1) 1週間(実質 5 日)以上の研修を行っていること 
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2) 研修先からの評価が優良であること 
















 ボランティアに関する科目は、「地域ボランティア論」(前期科目 2 単位)、「国際ボラ
ンティア論」(後期科目 2 単位)、「ボランティア活動」(通年科目 2 単位)の 3 科目設置さ






























「講義科目」「演習科目」「講読科目」は半期 15 週の授業時間(90 分)をもって 2 単位、
通年(年間)30 週の授業をもって 4 単位とする。また、「実習および実技」(経済学部では
スポーツ科学のみ)に関しては半期 15 週の授業時間(90 分)をもって 1 単位、通年(年間)30
週をもって 2 単位としている。なお、教育上有益と認められる場合には、大学以外の教育
施設での学習について大学が単位認定できる範囲を拡大し、英語の能力を判定するために




28条第 2 項、第 29 条) 
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⑥ インターンシップについて 





































































 後期末試験・学年末試験(通年科目)は 1 月下旬から 2 月上旬に行われている。なお、そ
の追・再試験は 2月下旬から 3 月上旬の期間に行われている。
 前期末試験、後期末試験にはそれぞれ追・再試験があり、また通年科目は 2 度の試験
3．教育内容・方法（経済学部） 3．教育内容・方法（経済学部）























 経済学部の卒業可能単位数は 128単位であるが、履修科目登録の上限を、1年次は 48単


















   3 年次へ 
次の科目を含んで 52 単位 
フレッシュマンセミナー……………………………4単位 
ソフォモアセミナー…………………………………4単位 










TOEIC イングリッシュ IA・IB・IC・ID(8単位中)  4単位 
(外国人留学生は日本語 IA・IB・ⅡA・ⅡB) 
ゼミナールⅠ…………………………………………4単位 
(学生便覧 2008 p.118) 
 経済学部では、少人数による全員ゼミナール制を実施している。1 年次の「フレッシュ
マンセミナー」、2 年次での「ソフォモアセミナー」、3 年次での「ゼミナールⅠ」、4 年
次での「ゼミナールⅡ」で、すべて必修科目である。
 卒業判定は、4 年の後期末・学年末試験終了後に、所定の卒業単位数(分野別に所定の単
位数を充足し、かつ合計で 128 単位)以上修得した者は合格とし、不合格者については 3
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(科目群)として 4 つのコース(表 1、p64)を示している。これは、取りやすい科目を選ぶと
か、単に時間割を埋めるための履修を防ぐための配慮であり、系統だった科目の選択をし
てもらいたいからである。これらの履修指導は、「フレッシュマンセミナー」の授業で


























































Campusmate/Course Navig を導入して教材の活用性を高めている。PC は、大学全体で 900
台を超え、そのうち経済学部の学生が利用できる台数は 300 台を超えている。講義室やゼ
ミ室で、PC やビデオ、DVD、Power Point を利用できる教室は、30 教室ある。講義科目や
































































































院設置基準第 3 条第 1 項、同第 4 条第 1 項との関連 













































当する必修科目であり、他の講義科目(4 単位及び 2 単位)と併せて、修了に必要な単位数
は 30 単位である。単位数は大学院設置基準第 15 条に準拠し、演習科目、講義科目とも、

















































































済政策学」「金融論」「産業経済論」「統計学」「地域開発論」「社会政策学」の 10 分野 30











過去 3 年間(2005 年度から 2007 年度)における修士課程修了者数及びその進路は以下の
とおりである。
 2005 年度の修士課程修了者は 19名(日本人学生 7 名、中国人留学生 12 名)である。日本
人学生の進路は、日本郵政公社 1 名、会計事務所 1 名、民間会社 1 名であり、その他は国
家資格取得準備 3 名、就職活動継続 1 名である。中国人留学生の進路は民間会社 1 名、城
西大学大学院研究生 9名、家事手伝い 1名、未定 1名である。
2006 年度の修士課程修了者は 16 名(日本人学生 3名、中国人留学生 13名)である。日本
人学生の進路は税理士法人就職者 2 名、国家資格取得準備 1 名である。中国人留学生の進
路は、民間会社 3名、城西大学大学院研究生 5 名、帰国 4名、就職活動中 1名である。
2007 年度の修士課程修了者は 16 名(日本人学生 1名、中国人留学生 15 名)である。日本
人学生の進路は塾講師である。中国人留学生の進路は、民間会社 2 名、城西大学大学院研





評価方法は 3 つに分かれる。第 1 は、授業参加態度、プレゼンテーション及びコメント
3．教育内容・方法（経済学研究科） 3．教育内容・方法（経済学研究科）







り、第 2 の評価はより高いスキル習得度を測るための評価であり、第 3 は修士課程におけ
る学習の総合力をみる評価である。なお、評価の表示は 100 点満点で、優(100 点～80 点























































































4) 所定の日時に、学位論文 1 編(3部)を提出する。
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「専攻に係る専門の学芸」を教授するための専門教育的授業科目とその学部・学科等の理
念・目的、学問の体系性並びに学校教育法第 83 条との適合性 





























(学生便覧 2008 p.142～147、大学案内 p.11～14、シラバス p.28～175) 
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(学生便覧 2008 p.142～143、大学案内 p.11～14) 
教育課程の開設授業科目、卒業所要総単位に占める専門教育的授業科目・一般教養的授業
科目・外国語科目等の量的配分とその適切性、妥当性   
現代政策学部の場合、卒業所要単位は 130 単位以上であり、その内訳は、基本科目が 28
単位以上、共通基礎科目が 40 単位以上、コース専門科目が 40 単位以上、コース共通科目
は上限なし、エクステンション・プログラム振替科目は上限 12 単位となっている。基本

















フレッシュマンセミナー 4 単位 
ソフォモアセミナー 4 単位 
政策研究プロジェクトⅠ 4 単位 
演習科目 







































カリキュラム編成における、必修・選択の量的配分の適切性、妥当性   
授業科目の系列は、基本科目(演習科目、必修語学科目、選択必修外国語科目)、共通基
礎科目、コース専門科目、コース共通科目に分類される。1 年次及び 2 年次を対象とした













表 必修科目・選択必修科目別の比率(2008 年 5 月 1日現在) 
必修科目(A) 選択必修科目(B) 必修科目＋選択必修科目合計(C) 



























































2 時間×15 回 
4 時間×15 回 
計 6 時間×15 回÷45
時間＝2 単位 
半期科目 
毎週 2 時限 
2 時間×30 回 
4 時間×30 回 






2 時間×30 回 
4 時間×30 回 




2 時間×15 回 
4 時間×15 回 




たは 45 時間の授業をもって 1単位とする。 
※時間割上の 1時限は 90 分であるが、制度上は 2 時間とする。(学生便覧 2008 p.141) 
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国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
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⑤ 外国人留学生教育について 

















(学生便覧 2008 p.163～166) 
卒業生の進路状況   
 当学部は開設 3年目であり、卒業生はいない。
厳格な成績評価を行う仕組みと成績評価法、成績評価基準の適切性    
成績評価は 100 点満点で、合格は A:100～80 点、B:79～70 点、C:69～60 点まで、不合
格はＦ：59 点以下、失格は Z として表示している。成績評価に際しては、講義科目では、
期末試験や中間テスト、レポート等の提出物の成果に応じて点数が付けられる。演習授業
では日常の質問や発言、発表なども含め、授業への取り組み態度を全般的に評価する場合
が多い。授業時数の 3 分の 1 以上を欠席した場合には、不合格 F ではなく失格 Z という評




員の成績評価法については、シラバス上に記載されている。(学生便覧 2008 p.163～166) 
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各年次における履修登録単位数は上限 48 単位であるが、入学年度により、1 年次から 2
年次への進級条件が異なっている点は既述のとおりである。各学年の進級条件及び卒業所
要単位数については、次の表を参照されたい。(学生便覧 2008 p.140～143) 
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次の科目を含んで 12 単位 
フレッシュマンセミナー 
政策研究基礎Ⅰ・Ⅱ(2 科目 4 単位中) 
TOEIC イングリッシュⅠA�ⅠB�ⅠC�ⅠD(4 科目 8 単位中) 




次の科目を含んで 60 単位 
フレッシュマンセミナー 
ソフォモアセミナー 
政策研究基礎Ⅰ・Ⅱ(2 科目 4 単位中) 
TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD(4 科目 8 単中) 
※TOEIC イングリッシュについて、2006 年度・2007 年度入学生








(外国人留学生)日本語ⅠA・ⅠB(2 科目 8 単位中) 8 単位 




政策研究基礎Ⅰ・Ⅱ(2 科目 4 単位中) 









(外国人留学生)日本語ⅠA・ⅠB(2 科目 8 単位中) 8 単位 
基本科目(演習科目 16 単位、必修語学科目 8 単位、選択必修外国
語科目 4 単位以上) 
28 単位
以上 
共通基礎科目(必修 4 単位、選択必修 36 単位以上) 



















































現代政策学部では、全学で実施される FD 研修会以外に、年度末の 3 月に学部独自で全




























ととし、学部教員が指導にあたり、1 クラス最大でも 50 人程度の教育を実現させている。
この授業を通じて、学生は、大学生活で必要とされる一とおりのコンピュータ技能を 1 年


































































































「基本科目」は、1 年次から 4 年次までの「ゼミ」と 1、2 年次の「TOEIC イングリッ
シュ」から構成され、本学部における少人数個別教育の実践とグローバル時代に対処する
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1)  1 年次生における「基礎ゼミⅠ(フレッシュマンセミナー)」では、大学における学
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）




2)  2 年次における「基礎ゼミⅡ(ソフォモアセミナー)」では、より専門的なことがらに
ついての「ノートの取り方」や「レジメの作り方」、「報告や議論の仕方」を培うととも
に、「資料収集および整理能力の形成」を行う。

































































(学生便覧 2008 カリキュラム表 p.172～185) 
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B・ⅠC・ⅠD・ⅡA・ⅡB」を必修として設置している。(学生便覧 2008 p.89) 
さらに、より意欲的に学習する学生に対応するため、選択科目として 1 年次に「TOEIC
トレーニングⅠ・Ⅱ」、2 年次に「TOEIC トレーニングⅢ・Ⅳ」「TOEIC イングリッシュⅢ
A・ⅢB」、3、4 年次に「TOEIC イングリッシュⅣA・ⅣB」がある。TOEIC の学習は、イン
ターネット及び携帯電話を利用して大学でも自宅でも行えるシステムを導入している。ま
た、英会話を学びたい学生に対しては、「オーラル・イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅡA・Ⅱ








礎科目」10 科目、「専門教育科目」172 科目、「プロジェクト研究科目」15 科目、「総合教
育科目」115 科目、「教職関連科目」23 科目で、卒業単位数は 132 単位以上(2007 年度生以
前は 128単位以上)である。
このうち卒業のためには、必修の「基本科目」28 単位(21％)(うち、外国語 12 単位
(9％))以外に、選択必修として「共通基礎科目」16 単位(12％)以上(「企業マネジメント
入門」「行政マネジメント入門」「環境マネジメント入門」「健康スポーツ・マネジメント
入門」の各専攻の入門科目から 2 科目 4 単位以上を選択必修)、「専門教育科目」54 単位
(41％)以上、「プロジェクト研究科目」2 単位(2％)以上、「総合教育科目」32 単位(24％)





















情報及び会計(簿記)に関して、ミニマム・スタンダードとして TOEIC 400 点、日商簿記検
定 3 級もしくは全経簿記検定 3 級、J 検(情報活用試験)2 級を設定し、卒業までに全員が



















































ターンシップⅡ」という科目(各 2 単位)を設置し、毎年 100 名前後の学生が履修している。
インターンシップは、主に当該年度の夏休み中を利用し、学内で協定したインターンシッ
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）






























目、関連科目、語学関係とも 15 コマ(半期)で 2 単位としている。また、「基礎ゼミ I(フ
レッシュマン)」「基礎ゼミⅡ(ソフォモア)」「ゼミナールⅠ・Ⅱ」などの演習もしくは演
習に準ずる科目については、30 コマ(通年)で 4 単位とするのが標準である。他に 2008 年
度生からは卒業論文を履修することも可能であり、2 単位に換算される。また教育上有益
と認められる場合には、大学以外の教育施設等における学修について大学が単位認定でき
る範囲を拡大し、英語の能力を判定するために実施する TOEFL 及び TOEIC 等、社会的評価
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）




(学則第 14 条 学生便覧 2008 p.310、311) 
国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
28 条第 2項、第 29 条) 
経営学部では、本学の海外留学制度である、JEAP(Josai Education Abroad Program、
城西大学海外教育プログラム)に基づき、外国の大学での授業の単位を認定している。(学















 全開設授業科目に対する専兼比率について、専門教育科目は 54.1%であり、5 割以上の
科目は専任教員が担当している。教養教育科目は 39.2%であり、4 割の科目を専任教員が










































② 教育課程における基礎教育の位置づけについて  








































































は 3 年次配当科目であったが、2008 年度生以降 2 年次配当科目となったため、将来的には
































出席率、授業へ取り組み姿勢など、総合的に測定されている。(経営学部 web シラバス) 
 追試験は、やむを得ない事情によって定期試験を受験できなかった履修者に対し、原則
として前期末または学年末に実施する。再試験は、原則として実施するが、講義内容や教
員の裁量によって、まれに実施しない場合もある。(学生便覧 2008 p.187) 
 ゼミナールでは、履修者の学習意欲と自主性の育成という点で、口頭発表や卒業論文な







る者や海外に留学する者もいる。(大学案内 2008 進路データ、p.61) 
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1) 実用英語技能検定 2 級以上、TOEFL350 点以上、Michigan test 450(53〜68)以上、
TOEIC450 点以上のスコアを獲得した場合には、必修科目の「TOEIC イングリッシュ IA・
IB」を単位認定する。
2) 実用英語技能検定準 1 級以上、TOEFL500 点以上、Michigan test 600(81〜100)以上、
TOEIC500 点以上のスコアを獲得した場合には、必修科目の「TOEIC イングリッシュ IA・
IB・IC・ID」を単位認定する。
3) 日商簿記 3 級に合格した場合、「会計入門Ⅰ・Ⅱ」を単位認定する。
4) 日商簿記 2 級、全商簿記総合 1 級、全経簿記総合 1 級に合格した場合、「会計入門Ⅰ・
Ⅱ」、「中級簿記Ⅰ・Ⅱ」、「工業簿記Ⅰ・Ⅱ」を単位認定する。
5) 基本情報技術者、初級システムアドミニストレータの資格取得者は、「情報技術Ⅱ」を
単位認定する。(学生便覧 2008 p.180) 
履修科目登録の上限設定等、単位の実質化を図るための措置とその運用の適切性 
 1 年間の履修登録可能な単位数の上限は、1 年次生 48 単位、2 年次生 44 単位、3 年次生
44 単位、4 年次生 44 単位であり、これらの単位数を超えて履修することはできない。学
生が 4 年間で取得可能な単位数は 180 単位であり、卒業所要単位数である 132 単位(2007
年度生以前は 128 単位)を十分に上回っているので、学生は余裕をもって履修することが
A 100〜80 点 
B 79〜70 点 合格 




その他 T 正当な理由があって受験できなかった場合(追試験受験可) 
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）
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 本学部では、4 年間必修のゼミナール制を実施している。1、2 年次は大学で必要とされ
る「読み、書き、表現力」の基礎力を身につけるとともに、幅広い学問分野に触れる機会
を持つことができる。1 年次生と 2 年次生は、「基礎ゼミ」と呼ばれるゼミナールで単位を
取得しないと、進級することができない。3、4 年次は、2 年間同じゼミナールで、個人研
究、共同研究をとおして専門的な知識を高めながら、プレゼンテーションやコミュニケー
ション能力を研鑽する機会を持つことができる。(大学案内 p23 及び学生便覧 2008   
p.170) 
 さらに、経営学部では独自に「ミニマム・スタンダード」という制度を設け、在学中に
日商または全経簿記 3 級、情報活用試験 2 級、TOEIC 400 点以上を取得するという目標を
掲げている。動機付の一方策として、2 年次及び 3 年次で自分の希望するゼミ(基礎ゼミⅡ、







次の科目を含んで 16 単位 
基礎ゼミⅠ                         4単位 




基礎ゼミⅠ・Ⅱ                       8単位 
TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD(8単位中)       4単位 
共通基礎科目(必修科目 8単位を含む)             12 単位 
3 年次から 
4年次へ 
次の科目を含んで 90 単位 
基礎ゼミⅠ・Ⅱ・ゼミナールⅠ                           12 単位 
TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD(8単位中)             4単位 
共通基礎科目(必修科目 10 単位を含む)                         4単位 
 
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）


































 科目等履修生及び聴講生に関する本学部独自の規定はなく、学則(第 56 条から 66 条を
参照)にもとづいて指導を行っている。(学生便覧 2008 p.315) 
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学部）
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 研究生は「経営学部に所属する研究生についての内規」に基づいて、週 3 回以上キャン










 本学部では、全学で実施される FD 研修会以外に、学生の学修の活性化と教員の教育指
導方法の改善を促進するための措置として、以下のような試みを行っている。
1) 学外講師を呼び、教育方法に関する助言及び指導を受ける。

























具体的には、ゼミナールを除くすべての授業において、前期(6 月下旬から 7 月初旬)と後
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(点検・評価) 
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⑤ 授業方法について  































































































学校教育法第 99 条、大学院設置基準第 3条第 1 項、同第 4条第 1 項に合致している。 
3．教育内容・方法（経営学部） 3．教育内容・方法（経営学研究科）














 これらの「基礎論」を踏まえ、院生は 9 分野の「特論」科目の中から、主たる専攻分野(演





































本学では 1965 年度に経済学部経済学科が設置され、1971 年度には経営学科を増設して、






























 経営学研究科の修士課程の修了に必要な最低修得単位数は、「基礎論」2 科目が 8 単位(必
修)、「特論」科目が 4単位(選択必修)、「演習」科目(修士論文指導を含む)が 8 単位(必修)、
「特論」「特別講義」「企業研究」等の科目が 10 単位(選択必修)、の合計 30 単位となって
いた。
しかし、2008 年度に導入した新カリキュラムでは、修得単位数を従来の 30 単位から 40
単位に増やすことにより、学生の更なる研究意欲の向上を図ることとした。すなわち、「基
礎論」4 科目 8 単位及び「企業研究」1 科目 2 単位を必修に変更し、「特論」については従
来どおり指導教員が担当する「特論」1 科目 4単位の選択必修に加え、指導教員以外が担当
する「特論」2 科目 8 単位を選択必修にした。
その他、「特論」及び「特別講義Ⅰ～Ⅷ」(各 2単位)、「キャリア形成Ⅰ・Ⅱ」(各 2単位)
の中から、10 単位以上を選択必修にした。演習(修士論文指導を含む)については、従来ど
おり 1、2年次を継続して 8 単位が必修である。
 以上の科目の内の 40 単位以上を修得し、かつ修士論文を提出し審査に合格することが本
研究科の修了要件である。授業科目単位計算方法は、半期(15 週)の授業時間(1.5 時間)を






ない範囲で、本研究科において履修したものとみなすことができる。(大学院学則第 23 条) 










 なお、本研究科の大学院修士課程の修了に必要な年限は原則として 2 年間、最低修得単
位数は 40 単位であるが、内外の他大学院との協定による｢単位互換制度｣により、本大学院





の企画立案や講師として教育課程における活躍の機会を提供している。例えば 2007 年 5 月
29 日、本学の東京紀尾井町キャンパスにおいて、三菱系医療機器会社の役員であった社会
人院生が、「業界研究：総合商社・コンピュータ・ゼネコン」の講演会・パネルディスカッ


































































2005 年度の修士課程修了者は 25 名(日本人 7 名、外国人留学生 18 名)である。日本人院
生の進路は、民間企業 3 名、家業継承 1 名、米国留学 1 名、未定 2 名である。外国人留学
生の進路は、日本企業 9名、駐日タイ国大使館 1名、城西国際大学博士後期課程進学 1名、
帰国 4名、未定 3名である。
2006 年度の修士課程修了者は 23名(日本人 6 名、外国人留学生 17 名)である。日本人院
生の進路は、民間企業 4 名、家業継承 1 名、未定 1 名である。外国人留学生の進路は、日
本企業 12名、帰国 4名、未定 1名である。
2007 年度の修士課程修了者は 22名(日本人 9名、外国人留学生 13 名)である。日本人院
生の進路は、民間企業 6 名、税理士事務所 1 名、本研究科研究生 1 名、未定 1 名である。
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第 4回日韓次世代学術 FORUM 国際学術大会 参加人員(人) 
 参加者種別 韓国側 日本側 合 計 
発表者 37 36 73 
討論者 37 31 68 
一般参加者 21 28 49 
引率教授 7 18 25 
運営委員 8 6 14 
小 計 110 119 229 
来賓 2 5 7 
報道機関 1 18 19 
小 計 3 23 26 
スタッフ 7 53 60 
学生ボランティア 40 31 71 
小 計 47 84 131 
合 計 160 226 386 


































年   度 2004 2005 2006 2007 
修士(経営学) 31名 27 名 23名 22名 
 
本研究科は現在、修士課程のみが設置されている。修士の学位授与の手続きは、本学経































て指導教員が主査となるが、他に副査の 2 名加えた計 3 名の審査会において学位審査が行
われている。したがって、指導教員の恣意的な判断によって審査結果が左右されない仕組
みを採用している。また 11月に開催される「修士論文発表会」において、副査だけではな























































































数学科では教育目標を実現するため、1 年次から 4 年次まで学年の進行に伴い、基礎的
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）

































































卒業に必要な単位数である 124 単位のうち、必修は 50 単位、選択は 74 単位である。
2002 年に行われたカリキュラム改正で、必修は 68単位から 46 単位(2007 年度の改正で 50
単位)に減少している。必修基本科目は 12 単位である。その内訳は「フレッシュマンセミ
ナーⅠ・Ⅱ」各 2 単位、「TOEIC イングリッシュ IA・IB・IC・ID」各 2 単位である。また、
専門必修科目は 38 単位であり、その内訳は「微分積分学Ⅰ」「線型代数学Ⅰ」各 8 単位、
「微分積分学Ⅱ」「線型代数学Ⅱ」「代数学基礎」各 4 単位、「プレセミナー」2 単位、「数
学セミナー」8 単位である。一方、専門選択科目及び関連科目は 74 単位である。必修科目
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）





























助などにあたる理科支援を実施している。学習支援ボランティアは 5 年間、理科支援は 2
年間の実績がある。 
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）




 数学科では、本学学則第 14 条(学生便覧 2008 p.310)に規定している各授業科目の単位
計算法に基づいて実施されている。数学科の開講科目は、おおむね講義、演習または実習
を含む授業、セミナーという形態をとり、授業時間はいずれも 90 分である。半期(前期ま
たは後期)週 1 コマ(90 分)15 回の授業が 2 単位、通年または半期 30 回の授業が 4 単位、




28 条第 2項、第 29 条) 
 本学の留学制度である JEAP=Josai Education Abroad Program(城西大学海外教育プログ
ラム)及び学則第 36 条の 2(学生便覧 2008、p.314)に基づき、外国の大学での授業の単位
認定を行っている。数学科では短期語学研修(サマーセミナー・スプリングセミナー)の制





 現在、専任教員は 14 名であり、専門教育の全開設授業科目の専・兼比率は、74.7％、
そのうち、必修科目が 93.7%、選択必修科目が 67.0%である。また、教養教育の全開設授
業科目の専・兼比率は、45.7%、そのうち必修科目が 50.0%、選択必修科目が 41.5%である。









あり、学校教育法第 83 条と大学設置基準第 19 条に謳われている「体系的に教育課程を編
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）
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を行う場合、受験することができる。追試験は、病気その他やむを得ない事由により受験












成績評価は学則(第 23条、24条、25 条、26条)に規定されている。評価は 100点満点で、
























2)1、2 年次に配当されている専門科目(必修・選択)の修得単位の合計が 34 単位以上。
3)1 年次に配当されている専門必修科目をすべて修得しているか、または 1、2 年次配当の
専門必修科目を 3 科目以上修得している。
また、4 年次必修科目である数学セミナーを受講するためにも取得条件が設けられてい




















全学的なファカルティ・ディベロップメント(FD)も年 1 回から 2 回行われているが、理
学部においては絶えず FD 研修会を実施し、授業の改善に取り組んでいる。
数学科では 2007 年度に、「数学科教育改革 FD 会議」を立ち上げ、教育内容・教育方法
の改善に向けた取り組みに力を入れている。具体的には、(1)初年度教育の強化(リメディ
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）













































 1 号館マルチメディア教室が文科省の助成を受け、2000 年度、2001 年度に整備された。


































































































































































卒業必要単位数である 128 単位のうち、必修基本科目は 12 単位である。その内訳は
「フレッシュマンセミナーⅠ・Ⅱ」各 1 単位、「ソフォモアセミナーⅠ・Ⅱ」各 1 単位、
「TOEIC イングリッシュ IA・IB・IC・ID」各 2 単位の 12 単位である。必修科目は「物質
の変化」「分子と物質」が各 4 単位、「基礎有機化学」「基礎無機」が各 2 単位、「化学実
験」が 1 単位、「無機化学実験」「分析化学実験」「物理化学実験」「有機化学実験」「生化
学実験」が各 2 単位、「卒業研究」が 6 単位、「化学ゼミナール・コロキウム」が 2 単位の
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または後期)、週 1 コマ 15 回の授業が 2 単位、通年または半期 30 回の授業が 4 単位、そ








28 条第 2項、第 29 条) 
 本学の留学制度である JEAP=Josai Education Abroad Program(城西大学海外教育プログ
ラム)及び学則 第 36 条の 2(学生便覧 2008  p314)に基づき、本学に在学しながら海外姉
妹校のカリフォルニア大学リバーサイド校(アメリカ)、セント・メアリーズ大学(カナダ)、
カモーソン・カレッジ(カナダ)との協定により、授業の単位認定を行っており、化学科で
は過去 5 年間で 2 名の学生がいずれもカリフォルニア大学リバーサイド校(アメリカ)に半
期留学し、それぞれ 9単位、11単位を取得している。
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できなかった学生に対してのみ実施している。(学生便覧 2008  p.209～212 及び城西大学

















も含めた広い分野にわたっている。(大学基礎データ 表 8) 
厳格な成績評価を行う仕組みと成績評価法、成績評価基準の適切性 
各科目の成績評価は本学学則 第 23 条(学生便覧 2008  p.310)に規定されている。評価
は 100 点満点で、合格は A(100-80 点)、B(79-70 点)、C(69-60 点)、不合格は F(59 点以













各学年で進級条件が設定されている(学生便覧 2008  p.201)。4 年次の卒業研究を行う
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業研究発表会を行うなど、個別に学生の質が検証・確保されている。2006 年度まで 4 年次
で卒業できない学生は毎年 1名いるかいないかという状態であったが、2007 年度は 3 名で
あった。(大学基礎データ 表 6卒業判定) 












ｱ)卒業に必要な単位のうち 3 年次までに配分されている科目(基本科目 12 単位、関連科
目 18 単位、専門必修科目 23 単位、専門選択科目 63 単位、計 116 単位)の修得単位の
合計が 108単位以上であること。 
ｲ)2 年次に配分されている基本科目をすべて修得していること。




毎年 4 月にガイダンスを行っている。また、1 年次生、2 年次生に対しては学生との個
別面談を行う中で履修指導をきめ細かく行っている。特に、カリキュラム改訂により 2 年
次に 4 つの履修コア・プログラムの選択が必要となった 2007 年度入学生に対しては、1 年







教員が行っているが、2007 年度からはカリキュラム改訂に伴って 2 年次の実験終了後の時
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）






























































 マルチメディア教室が文部科学省の助成を受け、2000 年度、2001 年度に整備された。







ケースも存在する。数式処理ソフト、あるいは Power Point を用いた数式の可視化、原
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）


















































































































半期(前期または後期)週 1 コマ(90 分)15 回の授業が 2 単位、通年または半期 30 回の授業
が 2 単位あるいは 4 単位となっている。
国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
28 条第 2項、第 29 条) 
 該当しない。 
3．教育内容・方法（理学部） 3．教育内容・方法（理学部）










































成績評価は学則(第 23条、24条、25 条、26条)に規定されている。評価は 100点満点で、
合格は A(100点～80点)、B(79～70点)、C(69～60点)で、不合格は F(59 点以下)、失格は






















































 マルチメディア教室は文部科学省の助成を受け、2000 年度、2001 年度に整備された。
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院設置基準第 3 条第 1 項、同第 4 条第 1 項との関連 
本学大学院学則第 1 条、｢学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を極めて文化の









本専攻の教育課程は 2 年の修士課程であり、11 名の専任教員による教育は、代数、幾何、








に選択 2 科目が設置されている。情報科学以外の科目は、分子物性光学部門で 2 科目、物
3．教育内容・方法（理学研究科） 3．教育内容・方法（理学研究科）
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念・目的並びに学校教育法第 99 条、大学院設置基準第 3 条第 1 項、同第 4 条第 1 項に適
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必修科目は「数学論文研修Ⅰ・Ⅱ」各 8 単位、計 16 単位であり、選択科目は、「代数学
特論Ⅰ～Ⅴ」「幾何学特論Ⅰ～Ⅳ」「解析学特論Ⅰ～Ⅴ」「数理科学特論Ⅰ～Ⅳ」、各 2 単位
計 36 単位、及び「数学特別講義Ⅰ～Ⅵ」各 2 単位で計 12 単位である。なお、特論は各研
究分野に必要な専門知識を与えるために設けられており、特別講義は数学全般の展望やト
ピックなどの解説を目的としている。院生は必修科目の「数学論文研修Ⅰ」(1 年次)、「同
Ⅱ」(2 年次)の 16 単位の他、選択科目から 7 科目 14 単位以上を修得しなければならない。
(2)物質科学専攻 





 必修科目は、情報科目関連 4 科目 8 単位、「サイエンスビジネスセミナー」1 単位、「物
質科学特別研究」10 単位、「物質科学特別演習 I・Ⅱ」 4 単位の計 23 単位で、選択科目は





 なお、講義科目は半期 15 週(1 週 2 時間)の授業時間をもって 2 単位、年間 30 週をもっ
3．教育内容・方法（理学研究科） 3．教育内容・方法（理学研究科）
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て 4 単位とし、ゼミ、特別研究は年間 30 週(1週 2時間)の授業時間をもって 2 単位として
いる。
国内外の大学院等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学院設置基
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し、教育・研究指導の効果を測定している。











過去 3 年間(2005 年度から 2007 年度)の進路は次のとおりである。2005 年度の修了者は
9 名で、中学・高等学校教員(臨時採用を含む)4 名、塾等の教育産業 1 名、IT 関連企業 4
名である。2006 年度の修了者は 7 名で、中学・高等学校教員(臨時採用を含む)4 名、塾等
の教育産業 2名、他 1名である。2007 年度の修了者は 10 名で、中学・高等学校教員(臨時
採用を含む)7 名、塾等の教育産業 1名、IT関連企業 2名である。
 大学教員などへの就職の該当者はいない。
(2)物質科学専攻 
 創設以来過去 3 年間(2007 年度まで)の進路は次のとおりである。2005 年度の修了者は
12 名で、製造業化学 3 名、素材 1 名、エンジニアリング 2 名、建築関係 1 名、IT 産業 3
名、サービス業 1 名、教員 1 名である。2006 年度の修了者は 10 名で、製造業化学 4 名、
電気 2 名、エンジニアリング 1 名、IT 産業 3 名である。2007 年度の修了者は 9 名で、製
造業化学 3 名、素材 1名、電気 2 名、エンジニアリング 1名、建築関係 1名、教員 1名で
ある。大学教員への就職、博士課程への進学ともないが、計 31 名の職種の内訳は研究職




成績はレポート、演習、テストなどで評価される。評価は 100 点満点で、80 点から 100
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2 年間で修士論文を完成させることをひとつの目標としており、その修士論文作成の指
導を通して大学院生の資質向上の状況を検証している。本研究科は少人数教育であり、教
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 該当しない。  
教員の教育・研究指導方法の改善を促進するための組織的な取り組み(ファカルティ・
ディベロップメント(FD))およびその有効性 
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Ⅰ・Ⅱ」(各 8 単位、計 16 単位)を含み、代数、幾何、解析、数理科学各分野の特論、及
び「数学特別講義 I～Ⅵ」の中から 14 単位以上の合計 30単位である。
 物質科学専攻修士課程修了に必要な所定単位は、必修特論科目 4 科目 8 単位、必修「サ
イエンスビジネスセミナー」1 単位、指導教員の担当する「物質科学特別研究」10 単位、




礎データ  表 7」記載のとおりである。
 
3．教育内容・方法（理学研究科） 3．教育内容・方法（理学研究科）
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学位審査の透明性・客観性を高める措置の導入状況とその適切性 
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卒業必要単位として定めている(学生便覧 2008 p.312 学則第 9 章)。基本科目は、大学に
おける学習方法、学生生活の指導を通して自立した社会人としての意識づけを行うこと、
及び英語の習得に当てられる。専門科目は、基礎力及び薬学科の専門性を高めるための科
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ある TOEIC を活用している。基本科目の「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」(各
2 単位、計 8 単位)を 1年次での必修科目とし、さらにレベルアップを望む学生への対応と
して 1～4 年次生対象に、「TOEIC イングリッシュⅡA・ⅡB」「TOEIC イングリッシュⅢA・Ⅲ
B」を選択科目として開講し、学生の受講に応じている。既に想定レベルを修得していると
認められる学生への対応として、1)英検 2 級、TOEFL 350 点以上、Michigan test 400(53～
68)点以上、TOEIC 450 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC イングリッシュ
ⅠA・ⅠB」の単位を認定し、履修を免除する、2)英検準 1級、TOEFL 500 点以上、Michigan 
test 600(81～100)点以上、TOEIC 500 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC
イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」の単位を認定し、履修を免除する、と規定されてい
る。(学生便覧 2008 p.220) 
薬学科では、1年次で「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」を修得した後は、学
生の将来の専門分野を想定して「薬学英語入門」(1単位)と「実用薬学英語」(1単位)をそ
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便覧 2005 p.172～173) 
 6年制薬学科においては、開設授業科目の総単位数に占める専門教育的授業科目・一般教
養的授業科目・外国語科目・教職関連科目の量的配分はおおよそ 59：11：20：10(％)となっ
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カリキュラム編成における、必修・選択の量的配分の適切性、妥当性 
 4 年制薬学科・製薬学科の専門科目では、1～4 年次までの必修科目総数は 57 科目(94 単
位)、選択科目総数は 20 科目(30.5 単位)である(学生便覧 2005 p.173)。学年別配当では、
1年次で必修科目数 14(23.5 単位)、選択科目数 1(1.5 単位)、2 年次で必修科目数 16(26単
位)、選択科目数 8(12.5 単位)、3 年次では必修科目数 20(31.5 単位)、選択科目数 7(10.5
単位)、4 年次では必修科目数 7(13 単位)、選択科目数 4(6単位)である。
6年制薬学科の専門科目では、1～6年次までの必修科目総数は 81科目(159 単位)、選択
科目総数は 37 科目(65 単位)である(学生便覧 2008 p.221)。学年別配当では、1年次で必
修科目数20(35単位)選択科目数3(4単位)、2年次で必修科目数23(41単位)選択科目数 6(10
単位)、3 年次で必修科目数 20(38 単位)選択科目数 9(17 単位)、4 年次で必修科目数 10(12
単位)選択科目数 1(2 単位)、5 年次で必修科目数 4(24 単位)選択科目数 0(0 単位)、6 年次
で必修科目数 3(5 単位)選択科目数 1(2 単位)である。また、4 年次～6年次にわたって履修
可能な選択科目 17 科目(30 単位)、5 年次から 6 年次にわたる必修科目 1 科目(卒業研究 4
単位)が配当されている。薬学科は国家資格教育のための学科であるため、一定の必修科目
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 本学では、各授業科目の単位計算方法について学則第 14条に規定している(学則第 14条、
学生便覧 2005 p.232、学生便覧 2008 p.310～311)。その単位計算は、1 単位の授業科目
を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、
当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準で行っている。
1)講義による授業科目は毎週 1時間 15 週の授業をもって 1単位とする。2)演習科目は、毎





習に対し、それぞれ 10 単位と規定している。 
3．教育内容・方法（薬学部） 3．教育内容・方法（薬学部）
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国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
28条第 2項、第 29 条) 
本学では、学則第 36 条の 2(学生便覧 2008  p.314)において、「本学が協定し又は認定し
た外国の大学の授業」を本学の学生が履修することができ、その履修科目について 30 単位
を超えない範囲で単位を認定することを定めている。また、第 36 条の 3(学生便覧 p.314)
において、本学入学前に大学または短期大学において履修した科目について、30 単位を超
えない範囲で本学において修得したものとみなすことを定めている。これらの規定は大学
設置基準第 28条第 2項及び第 29 条を満たしている。
全授業科目中、専任教員が担当する授業科目とその割合 
 薬学科で開講されている授業科目のうち、専任教員が担当する割合は、教養教育では








薬学科では 6 年制薬学科と 4 年制薬学科・製薬学科の課程が並行して開設されている。
これらの課程は、学部・学科の教育理念に基づく教育目標を達成するために、また、大学














_ 194 _ _ 195 _





































_ 194 _ _ 195 _
    
などの証明を添付した場合に認める)により受験できなかった学生の追試験と同時期(9 月
中旬に前期、2 月末に後期)に実施している。定期試験を代替するものとして、レポートの













業生の約 4 分の 1が大学院に進学している。
過去 5 年間の卒業生就職状況 










製薬・化学工業会社 8.7 6.7 6.3 5.9 5.4 
薬 局 44 55.2 50 53.4 48.4 
問屋・卸 0 0 0.4 0 0.4 
病院(国・公・私立) 12 7.6 13.4 14 13.7 
公務員 0 0 0.8 0.4 0.7 
自  営・そ の 他 0 0.9 0.8 1.7 4.3 
大学(助手など) 0 0 0 0 0 
大学病院研修生 3.8 2.7 1.2 1.3 1.4 
大  学  院 31.5 26.9 27.2 23.3 25.6 
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p.231～233)。成績評価とその基準は、合格 3 段階(A 評価：100～80 点、B 評価：79～70 点、



















中では必修科目の比率が高く(6 年間合計で必要な履修単位数が専門必修科目 159 単位、専
3．教育内容・方法（薬学部） 3．教育内容・方法（薬学部）
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門選択科目 11単位)(学生便覧 2008 p.220)、学修の質を担保している。さらに出席管理シ
ステムにより講義の出席管理を行い、定期試験受験により実質化が図られている。
各年次および卒業時の学生の質を検証・確保するための方途の適切性 
4 年制薬学科・製薬学科においては、未修得必修科目数が 3 科目以下で、当該年度の専門
科目実習科目の単位を修得済みの者のみ、次の学年への進級を認めている(学生便覧 2005 
p.170)。また、関連科目について、選択必修 6単位以上修得している者のみ、3 年次への進




それぞれ 2 年次、3 年次、4 年次、6年次に設置し、各段階で学修の定着度の確認とその改
善を促している(学生便覧 2008 p.222～225)。1年→2 年、2 年→3 年、3 年→4 年、4 年→



















生便覧 2008 p.316、学則第 63 条)。研究生は指導教員の個人指導を受けて研究に従事し、
相当の成績を示したと認められる者には、研究証明書を与える。 
3．教育内容・方法（薬学部） 3．教育内容・方法（薬学部）
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学生の学修の活性化と教員の教育指導方法の改善を促進するための組織的な取り組み
(ファカルティ・ディベロップメント(FD))およびその有効性 

































_ 198 _ _ 199 _






 4 年制薬学科・製薬学科及び 6年制薬学科の授業形態は、一斉授業形式、演習及び実験科














の 104 台及び医療栄養学科棟内コンピュータ室(16-414)の 60 台のコンピュータを用いて基
本的な利用説明を行っている。薬学部棟内コンピュータ室の 104 台のコンピュータは学生
が自由に利用できる状況となっている。同演習では、コンピュータによる Word、Excel、さ
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(改善方策) 
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129単位を卒業必要単位として定めている(学生便覧 2008 p.312、学則第 9章)。基本科目
は、大学における学習方法、学生生活の指導を通して自立した社会人としての意識づけを
行うこと、及び英語の習得に当てられる。専門科目は、基礎力及び薬科学科の専門性を高
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要単位数は 6単位(各科目の単位数は 2 単位)であり、2 年次までに修得することになってい
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の基礎教育を実施している。基礎英語教育には、グローバル環境におけるコミュニケーショ
ンに必要な能力を客観的に評価し、併せてその評価を目標設定にできる世界共通の尺度で
ある TOEIC を活用している。基本科目の「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」(各
2 単位、計 8 単位)を 1 年次での必修科目とし、そのアドバンストコースとしての「TOEIC
イングリッシュⅡA・ⅡB・ⅢA・ⅢB」は薬学部共通である。既に想定レベルを修得してい
ると認められる学生への対応として、1)英検 2級、TOEFL 350 点以上、Michigan test 400(53～
68)点以上、TOEIC 450 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC イングリッシュ
ⅠA・ⅠB」の単位を認定し、履修を免除する、2)英検準 1級、TOEFL 500 点以上、Michigan 
test 600(81～100)点以上、TOEIC 500 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC
イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」の単位を認定し、履修を免除する、と規定されてい
る(学生便覧 2008 p.238)。薬科学科では、1年次で「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・
ⅠD」を修得した後は、学生の将来の専門分野を想定して「薬科学英語入門」(1単位、必修




















88:12(％)となっている。(学生便覧 2008 p.238) 
 
3．教育内容・方法（薬学部） 3．教育内容・方法（薬学部）
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薬科学科の専門科目では、1～4 年次までの必修科目総数は 49 科目(88 単位)、選択科目
総数は 52 科目(90 単位)である(学生便覧 2008 p.239)。学年別配当では、1 年次で必修科
目数 19(33 単位)、選択科目数 4(6単位)、2 年次で必修科目数 22(39単位)、選択科目数 9(16
単位)、3 年次では必修科目数 6(12 単位)、選択科目数 22(41単位)、4 年次では必修科目数
2(4 単位)、選択科目数 17(27 単位)である。卒業するためには、専門必修科目は 49科目(88




















5)入学予定者が安心して入学式を迎えることができるように、入学前に 1 泊 2 日の薬学部
フレッシュマンキャンプを実施している。 
3．教育内容・方法（薬学部） 3．教育内容・方法（薬学部）
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各授業科目の特徴・内容や履修形態との関係における、その各々の授業科目の単位計算方
法の妥当性 
 本学では、各授業科目の単位計算方法について学則第 14条に規定している(学則第 14条、
学生便覧 2008 p.310～311)。その単位計算は、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要
とする内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効
果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準で行っている。1)講義による授業科
目は毎週 1 時間 15 週の授業をもって 1単位とする。2)演習科目は、毎週 2 時間 15 週の授
業をもって 1単位とする。3)実験及び実習については、毎週 4 時間 15 週の実験及び実習を
もって 1単位とする。薬科学科 4 年次での「卒業実験」については、本規定にかかわらず、
2 単位と規定している。
国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第
28条第 2項、第 29 条) 
本学では、学則第 36 条の 2(学生便覧 2008 p.314)において、「本学が協定し又は認定し
た外国の大学の授業」を本学の学生が履修することができ、その履修科目について 30 単位
を超えない範囲で単位を認定することを定めている。また、第 36 条の 3(学生便覧 2008 
p.314)において、本学入学前に大学または短期大学において履修した科目について、30 単
位を超えない範囲で本学において修得したものとみなすことを定めている。これらの規定
は大学設置基準第 28条第 2項及び第 29 条を満たしている。
全授業科目中、専任教員が担当する授業科目とその割合 
 薬科学科で開講されている授業科目のうち、専任教員が担当する割合は、教養教育では
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を求めることもある。(学生便覧 2008  p.311、学則第 23条) 
薬科学科では上記の定期試験による各教科目個別の教育効果測定に加え、「薬科学総合演











評価とその基準は、合格 3 段階(A 評価：100～80 点、B 評価：79～70 点、C 評価：69～60
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の卒業必要単位数は 6単位(各科目の単位数は 2 単位)であり、2 年次までに修得することに
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度である TOEIC を活用している。基本科目の「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」
(各 2 単位、計 8 単位)を 1 年次での必修科目とし、さらにレベルアップを望む学生への対
応として 1～4 年次生対象に、「TOEIC イングリッシュⅡA・ⅡB」「TOEIC イングリッシュⅢA・
ⅢB」を選択科目として開講し、学生の受講に応じている。既に想定レベルを修得している
と認められる学生への対応として、1)英検 2 級、TOEFL 350 点以上、Michigan test 400(53～
68)点以上、TOEIC 450 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC イングリッシュ
ⅠA・ⅠB」の単位を認定し、履修を免除する、2)英検準 1級、TOEFL 500 点以上、Michigan 
test 600(81～100)点以上、TOEIC 500 点以上のいずれかの資格取得者は申請により「TOEIC
イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」の単位を認定し、履修を免除する、と規定されてい
る。(学生便覧 2008 p.255) 
医療栄養学科では、1年次で「TOEIC イングリッシュⅠA・ⅠB・ⅠC・ⅠD」を修得した後
は、学生の将来の専門分野を想定して「医療栄養学英語Ⅰ」と「医療栄養学英語Ⅱ」(各 2
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は、5 科目 9単位を必修としている。(学生便覧 2008 p.255) 
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加し、学生の理解度を認識できるようにしている。 

























2005年(第 19回) 88 名 88 名 100% 25.3% 
厚生労働省 
非公表 
2006年(第 20回) 101名 100 名 99.0% 26.8% 72.3% 
2007年(第 21回) 101名 101名 100% 35.2% 81.8% 
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各授業科目の特徴・内容や履修形態との関係における、その各々の授業科目の単位計算方
法の妥当性 
 本学では、各授業科目の単位計算方法について学則第 14条に規定している(学則第 14条、
学生便覧 2008  p.310～311)。その単位計算は、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要
とする内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効
果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準で行っている。1)講義による授業科
目は毎週 1 時間 15 週の授業をもって 1単位とする。2)演習科目は、毎週 2 時間 15 週の授
業をもって 1単位とする。3)実験及び実習については、毎週 4 時間 15 週の実験及び実習を
もって 1 単位とする。医療栄養学科 4 年次での「卒業研究」については、本規定にかかわ




分野ごとにそれぞれ 3 科目と 8 科目からなる。両分野の最低単位数は、講義・実習を合わ






28条第 2項、第 29 条) 
本学では、学則第 36 条の 2(学生便覧 2008 p.314)において、「本学が協定し又は認定し
た外国の大学の授業」を本学の学生が履修することができ、その履修科目について 30 単位
を超えない範囲で単位を認定することを定めている。また、第 36 条の 3(学生便覧 2008 
p.314)において、本学入学前に大学または短期大学において履修した科目について、30 単
位を超えない範囲で本学において修得したものとみなすことを定めている。これらの規定
は大学設置基準第 28条第 2項及び第 29 条を満たしている。
全授業科目中、専任教員が担当する授業科目とその割合 
 医療栄養学科で開講されている授業科目のうち、専任教員が担当する割合は、教養教育






_ 218 _ _ 219 _






































_ 220 _ _ 221 _


















を求めることもある(学生便覧 2008 p.311、学則第 23 条)。また、講義内容についてその
到達度・理解度を確認するために、小テストや中間試験を不定期に実施して形成的評価を
している。医療栄養学科では上記の定期試験による各教科目個別の教育効果測定に加え、
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卒業後の進路(％) 
卒業年度 2004 2005 2006 2007 
大学院進学 35.9 37.7 18.9 21.4 
就   職 63.0 61.4 79.2 76.7 
(病院) 20.7 28.8 29.1 30.9 
(薬局・DS) 37.9 33.3 28.0 30.0 
(病院等給食委託施設) 12.1 13.6 10.5 6.2 
(介護福祉施設) 0 6.1 3.5 3.5 
(検診・保健指導施設) 0 0 3.5 3.7 
(食品会社) 6.9 3.0 3.5 7.4 
(製薬会社) 3.4 1.5 5.8 3.7 
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出身者の評価(%) 



























いる(学生便覧 2008 p.249～251)。成績評価とその基準は、合格 3 段階(A 評価：100～80
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位を修得済みの者のみ、次の学年への進級を認めている(学生便覧 2008  p.253～254)。関
連科目については選択必修 6単位以上修得している者のみ、3年次への進級を認めている(学
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院設置基準第 3条第 1 項、同第 4 条第 1 項との関連 
 本学の大学院の理念・目的は大学院学則第 1 条(学生便覧 2008 p.402)において、また、
修士課程と博士後期課程の目的は、それぞれ、大学院学則第 2 条第 2 項と第 3 項(学生便
覧 2008 p.402)において明示している。これらの各条項は、それぞれ学校教育法第 99 条、
大学院設置基準第 3条第 1項及び同第 4条第 1 項に対応して定められている。
薬学研究科は、1977 年に薬学部薬学科・製薬学科を基礎とした薬学研究科修士課程薬学











































は、4 分野に 12 の「特論」及び「特論演習」(1 特論及び 1 特論演習が必修)、選択必修で
3．教育内容・方法（薬学研究科） 3．教育内容・方法（薬学研究科）



















上記のように、本研究科の教育課程は、学校教育法第 99 条、大学院設置基準第 3条第 1






高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養う」(大学院学則 2 条 2 項)ことを目
的として、薬学専攻、医療薬学専攻及び医療栄養学専攻の 3 専攻を設けている。これらの





























4 条第 1 項の趣旨に合致する。毎年入学者定員にほぼ相当する入学者があり、そのほとん
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目指すことになる。
 修士課程の 3 専攻の修了者は社会の評価を得て活躍している(就職先アンケート調査)。
このことは、これらの専攻が特長あるカリキュラムを運用して、社会のニーズにあった人
材を世に送り出すシステムが効果的に機能していることの証左である。博士後期課程への












しての「特論」は、1 年次・2 年次のいずれにおいても履修できる。「特論演習」は 2 年間
通年で履修する。修士論文作成のための「特別実験(修士論文作成を含む)」は、薬学専攻
と医療栄養学専攻では、1 年次の 7 月または 8 月に開始され、開始時点から 1 名の院生に
3 名の教員で構成される指導チーム(主査(研究指導教員)と 2 名の副査)が編成され、修士
論文作成までの間に 3 回の形成的評価(1 年次 6 月または 9 月、2 年次 4 月、2 年次 11 月)
を行う。最終的には、2 年次の 2 月に「特別実験」の内容を公開の場で発表し、質疑に答
える試問を経て、修士論文が主査(指導教授)と 2 名の副査によって審査され、研究科委員
会で学位授与の判定がなされる。
 博士後期課程進学後は、「特論演習」(6 単位)を 3 年間通年で履修するとともに、3 年間


















 本研究科の各授業科目の単位計算方法は、学則第 14 条(学生便覧 2008 p.310)にある規
定を準用している。すなわち、1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもっ
て構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に
必要な学修等を考慮して、次の基準で行っている。1)講義による授業科目は、1 時間 15 回
の授業をもって 1 単位とする。なお、これは授業と同じ時間の予習と復習をすることを意





る実務実習については、30 時間から 45 時間までの範囲の実習をもって 1 単位とする。た
だし、学外の実習施設にあっては、見学実習などを含むので、実質 1 日 3～4 時間の実習
が行われるものとした。5)講義と演習を併用する授業科目については、個々の授業科目に
占める講義と演習の割合に応じて単位数を決定しているが、本研究科の場合は、1 時間 10


























表   最近 5 年間の薬学研究科における外国人留学生の在籍状況 
修士課程 博士後期課程   
薬学専攻 医療薬学専攻 医療栄養学専攻 薬学専攻 合計 
2003 年 0 0 0 0 0 
2004年 0 0 0 1 1 
2005 年 0 0 0 2 2 
2006年 0 0 1 0 1 
2007 年 0 0 0 0 0 




































から、院生 1 名に対して 3 名の教員からなる指導チームを編成して指導にあたるシステム
を運用している。このシステムでは、1 人の院生が、薬学専攻と医療栄養学専攻では修士
1年次の 6月、修士 2年次の 5 月及び 11月の 3 回、医療薬学専攻では修士 2年次の 5 月及
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 最近 5 年間の薬学研究科修士課程及び博士後期課程修了者の進路を下表に示した。修士
課程の 3 専攻の修了者は、それぞれの専攻の特長を活かした形で進路を決めている。また、
博士後期課程を修了したほとんどの者が、高度専門職へ就職している。















官公庁 教育職 その他 合計 
2003 5 4 1   4 2 1 2 20 
2004 1 2 3   1 1  4 12 
2005 3 1 1   3 1   9 
2006 1 2 2 2 5 2   2 16 
2007 2 3 6 3 2 2   8 26 
総計 12 12 13 5 7 12 4 1 17 83 
％ 14.5 14.5 15.7 6.0 8.4 14.5 4.8 1.2 20.5  















官公庁 教育職 その他 合計 
2003  1 12   7  1 7 28 
2004 2 1 10 3 1    8 25 
2005 1 5 15 3  1   11 36 
2006  4 12 2 3 1  2 5 29 
2007 2 4 13 1     3 23 
総計 5 15 62 9 4 9  3 34 141 
％ 3.5 10.6 44.0 6.4 2.8 6.4  2.1 24.1  
 
3．教育内容・方法（薬学研究科） 3．教育内容・方法（薬学研究科）
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官公庁 教育職 その他 合計 
2003           
2004           
2005           
2006 4 2 5   6 1 2 3 23 
2007 1 6    1   26 34 
総計 5 8 5   7 1 2 29 57 
％ 8.8 14.0 8.8   12.3 1.8 3.5 50.9  
                                                          















官公庁 教育職 その他 合計 
2003       2  2 
2004     1  1 1 3 
2005       3 1 4 
2006       1 1 2 
2007  1   1  1 2 5 
総計  1   2  8 5 16 
％  6.2   12.5  50.0 31.3  
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強くそう思う 17.8 20.8 0 26.7 50.0 25.0 
そう思う 55.6 66.7 50.0 68.9 50.0 50.0 
どちらともいえない 22.2 12.5 25.0 0 0 0 
そうは思わない 4.4 0 25.0 4.4 0 25.0 
全くそうは思わない 0 0 0 0 0 0 
総 数(人数) 45 25 4 45 25 4 
※ 大学院薬学研究科修士課程修了者が、過去 5 年以内に就職した 343 社にアンケート表を送付した。135
社から回答があり、回収率は 40.3％であった。 




 博士後期課程修了者の最近 5 年間の大学教員、研究機関、博士研究員(ポスドク)等の高
度専門職への就職者は 8 名であり、修了者の 50％に相当する。また、修士課程修了者で、









の成績は、最終的には、学内における公開発表と主査 1 名及び副査 2 名による審査によっ
て評価されるが、主査 1 名及び副査 2 名によって構成される指導チームによる形成的評価


























しており、修士課程の 1 年次に 2 か月間の「薬局実習」と 3 か月間の「病院実習」が義務
付けられている。これらの学外実習を経た後、2 年次より修士論文作成のための研究を行
うことになっている。さらに、修士論文作成のための研究では、「教育・研究指導上の効






















 講座(原則的には、教授、准教授(または助教・講師)、助手の 3 名の教員で構成されて
いる)によって異なるが、平均すれば 1講座あたり、6～7 名、多くても 20 名の修士課程の
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 薬学研究科における各学位の授与実績は、「大学基礎データ(表 7)」に示したとおりであ
る。大学院開設以来 2007 年度までの修士授与者数は、薬学専攻 472 名、医療薬学専攻 233
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の日本語クラスでは後期には検定試験対策として DVD や Web 教材を重点活用する期間を設
けるクラスもある。
授業時間は 90 分であり､授業回数は半期(前期または後期)で 15 回、通年 30 回で実施さ
れているが、外国人留学生対象の日本語教育においては、授業形態の違い(講義主体か演
習形式か)等の理由から、学部により通年 2 単位とする学部(経済学部)と 4 単位とする学
部(現代政策学部)とがあるので、学部間の調整をはかるべく検討を重ねている。(学生便
覧 2008 p.310) 
国内外の大学等での学修の単位認定や入学前の既修得単位認定の適切性(大学設置基準第






る別科には淡江大学から 3 年次の学生が 1年留学にきている。(大学案内 2008) 
3．教育内容・方法（語学教育センター） 3．教育内容・方法（語学教育センター）
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全授業科目中、専任教員が担当する授業科目とその割合 
 語学教育センターの専任教員は第一外国語・英語 11 名、第二外国語 2 名、日本語 3 名
の計 16 名、兼任講師(非常勤講師)30 名である。全授業科目中、専任教員が担当する科目
















 英語教育では、まだ TOEIC のスコアの低い学生が少なくない。これらの学生のスコアを
高めるには、現状の科目数と授業時間数だけでは不十分であり、3 年次以降に必修科目が
ないため卒業時までの学力低下も懸念される。また、外国人留学生に対する日本語教育は
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 成績評価は 100 点満点で、合格は A(100～80 点)、B(79～70 点)、C(69～60 点)まで、不

















度からは Language Lounge を利用して登録の前に個別の相談を受け付けている。
 
3．教育内容・方法（語学教育センター） 3．教育内容・方法（語学教育センター）
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FD 研修は、全学で実施される FD 研修会以外に、語学教育センター独自に専任教員と非
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ｱ) 大学案内(65,000 冊) 
ｲ) サブパンフレット(80,000 冊) 
ｳ) 入試概要(15,000 冊) 
ｴ) 過去問題集(500 冊)  
ｵ) AO入試資料集(30,000 冊) 
ｶ) 各募集別願書(一般・AO・公募推薦・センター試験利用等、入試大学案内同封は
25,000 冊、及び指定校推薦は 5,000 冊) 
ｷ) 会場形式ガイダンス・校内ガイダンスと模擬授業(計 241回) 
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る。概要は、ホームページ公開が 7月 4日、印刷物での配布は 7月 18 日に開始した。 
4．学生の受け入れ 4．学生の受け入れ
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 入試結果についてはホームページで年度更新として公開し、2008 年度は 4 月 18 日から
公開した。一般入試等の出題内容については、ホームページで一部を年度更新として公開

























_ 262 _ _ 263 _



































_ 262 _ _ 263 _



































_ 264 _ _ 265 _
















(2007 年度 科目等履修生実績) 
受入学部学科 人  数 備    考 
経済学部経済学科 17 名 短大在籍者 13 名、本学卒業者 3名を含む。 
理 学 部 数 学 科 6 名 大学院在籍者 6名を含む 
理 学 部 化 学 科 1名  
薬 学 部 薬 学 科 10 名 
短大在籍者 1 名、大学院在籍者 4 名、学部在籍者
1名を含む 
計 34名  
(2007 年度 城西健康市民大学受講生聴講実績) 
聴講者数 科目数(延) 
6 名 21科目 
(2008 年度 城西健康市民大学受講生聴講実績) 
聴講者数 科目数(延) 
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学 部 学 科 
入学定員に対する
入学者数の比率 
経済学部 経済学科 1.30 
現代政策学部 社会経済システム学科 1.21 
経営学部 マネジメント総合学科 1.31 
数学科 1.26 
化学科 1.11 理学部 
学部合計 1.19 







大学合計  1.24 
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傾向があるので、対応策は指定校推薦による入学者数の抑制であるべきだが、一方、一般







把握するように努めている。(大学基礎データ 表 17) 
(2007 年度 退学及び除籍 273 名の理由) 







理学部 薬学部 別科 計 
就 学 意 欲 の 低 下 8 名 4名 3 名 9 名 5 名 ― 29 名 
進路変更(他大学等) 8 名 7 名 14名 9 名 11名 ― 49 名 
進路変更(就  職) 20 名 6 名 7 名 3 名 ― ― 36 名 
経 済 的 困 窮 11名 ― 9 名 4名 1名 1 26 名 
学 力 不 足 5 名 ― ― ― 3 名 ― 8 名 
身 体 疾 患 2 名 ― ― ― ― ― 2 名 
心 身 耗 弱 ― ― ― 3 名 5 名 ― 8 名 
海 外 留 学 ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 61名 ― 54名 ― 3 名 ― 118 名 
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 なお、2008 年度転部・編入学生の実数は以下のとおりである。
 転部学生数  経済学部経済学科        ：  1名   
現代政策学部社会経済システム学科：  1名 
薬学部薬学科          ：  1名 
        薬学部薬科学科         ：  1名  
 編入学生数  経済学部経済学科        ： 10 名(短期大学より)   
現代政策学部社会経済システム学科：  2 名(短期大学より) 
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修士課程 学外 7 
薬学専攻
博士後期
課程 学外 1 










総数 9 総数 31 
数学専攻
修士課程 学外 0 
医療薬学
専攻 
修士課程 学外 4 









修士課程 学外 1 
研究生からの受験は学内とし、「学外」に含まない。
「飛び入学」を実施している大学院研究科における、そうした制度の運用の適切性 
「城西大学大学院学則」第 11 条 4 で「大学に 3 年以上在学し、各研究科において、所
定の単位を優れた成績をもって修得したものと認めた者」に大学院入学資格を与えている。
したがって、制度的には全研究科で受け入れ可能である(学生便覧 2008  p.404)。
1) 経営学研究科 
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薬学 6 年制の移行がこの恒常的定員超過を解消するものと考えられる。(大学基礎データ 
表 18-3) 
4．学生の受け入れ 4．学生の受け入れ
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総定員 20 総定員 18 










総定員 30 総定員 48 











総定員 30 総定員 48 








総定員 24 総定員 40 
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各学科の 1 年次生を対象に、入学試験の成績・人物等が特に優秀と認められる者を 1
名選考する。2007 年度においては、8 名の学生に総額 2,400,000 円が支給された。
(第二種特待生)   
2～4 年次生の各学年・各学科より、前年度学業成績・人物等が特に優秀と認められる







は 4,000,000 円である。2007 年度実績は 10 名(3,505,250 円)、2008 年度実績は 8 名
(2,849,888 円)である。
ⅲ 女性リーダー育成奨励生制度(水田宗子奨学金制度)(給付) 




年度に開設された。対象者は、学部・大学院より 2 名を選考し、給付額は 150,000～
300,000 円である。2008 年度実績は、2 名(300,000 円)であった。 
ⅳ 経営学部キャリア形成奨学・奨励生制度(故・渡辺好章 副学長奨学金)(給付) 
資格試験にチャレンジする進取の気性を持った学生、地域活性化のためのまちづくり
を支援する学生、海外でグローバルに活躍する意欲を持った学生を選抜し、奨学金を給
付する制度である。対象者は経営学部学生で、年度予算は 1,000,000 円である。2007 年
度実績は個人 6 名及び 2 グループ(900,000 円)、2008 年度実績は個人 10 名(1,000,000
円)であった。
ⅴ JEAP 長期留学奨学金制度(給付)  
  本学で実施している留学システムにおいて、長期(1 年間以上)留学をする学生を対象
にした制度である。基準は TOEFL400(CBT110)以上、または、本学における成績(特に英
語)が優秀で、留学先で充分な成果を挙げることが予測できる者である。2007 年度にお














   (学部関係)2007 年度貸与者総数 2,132 名(在学生数 7,458 名) 
       第一種奨学金   575 名 
       第二種奨学金  1,557 名 
   (大学院関係)2007 年度貸与者総数 74 名(在学生数 259 名) 
       修士課程 第一種奨学金  38 名 
第二種奨学金  30 名 
       博士課程 第一種奨学金   5 名 
第二種奨学金   1 名 
 
5．学生生活 5．学生生活













月 額 金 額(円) 
電通育英会 貸 与 1 40,000 
交通遺児育英会 貸 与 1 60,000 
あしなが育英会 貸 与 2 80,000 
新潟県奨学金 貸 与 1 51,000 
福島県奨学生 貸 与 2 48,000 
益子町教育委員会 貸 与 1 120,000(半年) 
財)関育英奨学金 貸 与 1 30,000 
財)中村積善会 貸 与 1 54,000 
2)授業料における学生支援 
ｱ)外国人留学生への経済支援 
   外国人留学生を対象とした経済的支援については、年間授業料の 30％の減免(後期授
業料で減免を実施)を行っている。対象は外国人留学生特別入試において入学した学生








まで、後期分は翌年 1 月末日までとなっている。(学生便覧 2008 p.7：授業料、
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第 2 に、授業中・課外活動中・通学途中等で傷害事故に遭った場合、治療費等の支援











の内、約 33％である。(学生便覧 2008 p.11：アパート、CAMPUS2008 学生生活 p.29：
アパート) 
ｲ)アルバイト紹介 














らに、女子学生の利便性と安全性の向上に資することから、2007 年 9 月より大学～坂戸























   学生や教職員から、身体・健康のことで心配なことや気になることがあるときは、
内科医師が健康相談に対応し、症状によっては問診が行えるよう管理体制を整えてい
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AED(自動体外式除細動器)を、保健センター・総合体育館・各号館棟の一階及び硬式野
球場・男子駅伝部合宿所・女子駅伝部合宿所に各 1 台、合計 24 台を設置し、学生・教
































「キャンパス セクシャル・ハラスメント NO!」を発行し、広報活動を実施した。 
5．学生生活 5．学生生活






なお、本指針に沿って 2008 年 10 月 1 日付で「セクシャアル・ハラスメント防止規程」
が施行された。
《ｾｸｼｬｱﾙ・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止組織図》 
        教職員の措置(懲戒処分に相当と判断) 
                          報告 
 
  
                   学生の措置(懲戒         報告 
           処分に相当と判断)                
                            
                                報告 
              報告            報告 





1)学業に関する相談 ： 学部事務室、指導教員(教科担当教員)、学生相談室、図書館 
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3)進路に関する相談 ： 就職課、学部事務室、指導教員、入試課、学生課、学生相談室 
4)心身の健康に関する相談 ： 保健センター、学生相談室 
5)課外活動に関する相談 ： 学生課、学生相談室 




区   分 相談人数 相談延回数 
進学・学業 10 74 
心理・性格 18 152 
対 人 関 係 13 47 
心身・健康 7 17 
学生生活  1 1 
そ の 他 43 106 
計 92 397 
生活相談、進路相談を行う専門のカウンセラーやアドバイザーなどの配置状況 
健康相談については、保健センターに看護師 2 名、内科医 1 名(週 1 回来学)を配置し、




























(2007 年度地区懇談会開催状況)  ※出席者の( )内は総出席者数 
開催日 支部名 開催地 地区在籍者数 出席者数 出席率 
 6 月 17 日(日) 茨 城 水戸市 289 52(68) 18.0％ 
 7 月 1 日(日) 山 梨 甲府市 57 25(29) 43.9％ 
7 月 8 日(日) 神奈川 横浜市 115 43(52) 37.4％ 
7 月 15日(日) 長  野 長野市 166 44(57) 26.5％ 
7 月 28 日(土) 新 潟 新潟市 236 70(88) 29.7％ 
9 月 16 日(日) 東 北 福島市 681 68(95) 10.0％ 
9 月 23 日(日) 東 海 静岡市 145 38(50) 26.2％ 
9 月 30 日(日) 千 葉 千葉市 239 37(49) 15.5％ 
10 月 6 日(土) 栃 木 宇都宮市 297 73(92) 24.6％ 
10 月 14 日(日) 群 馬 高崎市 431 107(139) 14.6％ 
10 月 21 日(日) 東京・埼玉 本 学 4,895 350(443) 7.2％ 







ｲ)1 年次生の前期終了時において、城西大学に対する満足度を 1 年次生全員対象に学生
支援委員会で調査している。      
2)図書館 
2007 年 9 月に全学生を対象に「図書館サービス向上のためのアンケート」調査を実施
した。内容としては「図書館の資料に満足しているか」「図書館サービスについて期待す
5．学生生活 5．学生生活




























































































農林業・水産業・鉱業 ― 2 ― ― ― ― 2 
建  設  業 10 5 2 ― ― ― 17 
製  造  業 40 46 8 26 15 9 144 
卸  売  業 50 42 1 1 3 3 100 
総合小売業 
(百貨店・スーパー) 
49 31 2 2 6  90 
小  売  業 62 64 4 2 131 25 288 
金  融  業 24 21 ― 1 ― ― 46 
保  険  業 4 3 ― ― ― ― 7 
不 動 産 業 19 29 ― 2 ― ― 50 
情 報 通 信 業  27 45 14 9 ― 1 96 
運 輸 業  10 15 1 2 ― 1 29 
電気・ガス・水道業他 2 3 ― ― ― ― 5 
サ ー ビ ス 業 103 102 20 18 44 36 323 
学 校 教 育 1 ― 13 3 ― ― 17 
国 家 公 務 員  1 1 ― ― ― ― 2 
地 方 公 務 員  13 13 4 2 2 2 36 
小計 415 422 69 68 201 77 1,252 
進学 17 20 17 96 150 
その他 128 98 16 53 295 









































   本学では、学内で企業に参加を呼びかけて企業研究会を実施している。2007 年度の
実施状況は以下のとおりである。 
 2007 年度学内企業研究会参加者数(2008 年 2 月 4 日～22 日の 9 回実施＝延人数) 
参 加 学 生 数 
参加企業数 
大学(男子) 大学(女子) 合  計 
452 3,853 994 4,847 
 
5．学生生活 5．学生生活
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2007 年度行事参加者数 
区    分 対象年次 行      事 参加者数 
3 基礎能力実践模試 744 
3 適性検査(ＳＰＩ) 1,396 就 職 試 験  
2 コンピテンシー検査 1,116 
2・3 企業説明会 52 
企業研究会  
3 企業研究会(9 日間) 延 4,486 
3 就職ビデオ視聴会 327 
3 パネルディスカッション 60 
2・3 就職試験体験発表会 48 
就職支援講座 
3 エントリーシート対策 103 
個人別指導  3・4 個人相談・指導 延 1,500 
学生への就職ガイダンスの実施状況とその適切性 
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8)体験発表会 







区    分 対象年次 内      容 参加者数 
3 公務員ガイダンス 46 
3 Ｕターンガイダンス 98 
2 全学部就職ガイダンス 623 
3 全学部就職ガイダンス 740 
2 少人数別ガイダンス(前期) 996 
2 少人数別ガイダンス(後期) 963 
3 少人数別ガイダンス(前期) 861 
3 少人数別ガイダンス(後期) 898 
3 理学部・薬学部学科別ガイダンス 530 
3 薬学部ガイダンス 122 
ガイダンス  


























































2007 年度の課外活動への参加現状                     (人) 
























体育会(33 団体) 合気道部 39 921 
 アメリカンフットボール部 37  
 居合道部 11  
 空手道部 9  
 弓道部 12  
 剣道部 31  
 硬式庭球部 25  
 硬式野球部 101  
 ゴルフ部 16  
 サッカー部 61  
 山岳部 15  
5．学生生活 5．学生生活
_ 296 _ _ 297 _
  
 自動車部 15  
 柔道部 22  
 重量挙部 7  
 準硬式野球部 49  
 少林寺拳法部 16  
 女子駅伝部 22  
 スキー部 7  
 水泳部 29  
 ソフトテニス部(男子) 41  
 ソフトテニス部(女子) 16  
 男子ソフトボール部 12    
 女子ソフトボール部 24  
 躰道部 21  
 男子駅伝部 68  
 バスケットボール部 31  
 バドミントン部 26  
 バレーボール部 22  
 ボクシング部 5  
 ラグビー部 44  
 陸上競技部 64  
 薬学スキー同好会 8  
 薬学バスケットボール同好会 15  
文化部連合会(20 団体) 映画研究会 51 731 
 演劇研究会 5  
 漢方研究会 89  
 貴雲塾     32  
 教育研究会 6  
 グリークラブ 4  
 軽音楽研究会 101  
 自然を守る会 39  
 写真部 22  
 吹奏楽部 58  
 釣り研究会 14  
 天文研究会 12  
 美術部 7  
5．学生生活 5．学生生活
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 フィールドワーク 28  
 フォーク・スィンギング・クラブ 57  
 漫画研究会 54  
 ものを書く会 10  
 落語研究会 24  
 ロードサイクリストクラブ 66  
 シューレース 52  
サークル(33 団体) 海坊主 42 920 
 エース 20  
 ＦＣオリーブ 23  
 キッズ 23  
 棋道 6  
 キャロット 63  
 教員養成サークル 17  
 けまりクラブ 32  
 坂戸ブンブンズ 22  
 城西アスリートクラブ 11  
 シリーカンパニー 22  
 送球 11  
 ソネット 6  
 ダイエット＆ヘルスケアー 58  
 パソコン愛好会 17  
 ハッチポッチ 15  
 ビーアイズ 25  
 蛭川簿記塾 21  
 モノクロ 22  
 薬学研究会 34  
 薬学フットサル 22  
 薬学ユースホステリング同好会 93  
 エムエヌエスシー 34  
 エムズアクト 68  
 ジョイント 100  
 情報処理研究会 11  
 ストリート 11  
 チェリー 23  
5．学生生活 5．学生生活
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 弁論部 3  
 モロキュウ 15  
 ライムソーダ 15  
 リアル 22  
 ﾜｰﾙﾄﾞｼﾁｽﾞﾝﾈｯﾄﾜｰｸ 13  
上部団体    17 団体 加入者 556 名 
体育会       33 団体  加入者 921 名 
文化部連合会 20 団体  加入者 731 名 
サークル     33 団体  加入者 920 名 





























































































(CAMPUS2008 学生生活  p.25：ストーカー規制法等提示) 
ｳ)退学者防止対策 
























生便覧 2008 p.6：学籍関係) 
前記のような取組み及び対応によって、2005 年度 349 名、2006 年度 285 名、2007




している。父母後援会の事業は、大きく分けて 2 つある。 
ⅰ 共済事業 







































































と起こらないように、2008 年 10 月には「セクシャル�ハラスメント防止規定」が新たに施
行され、大学全体で防止に向けたより一層の努力をしている。





























































































下表は、「大学基礎データ(表 24)」から、過去 5 年間の学部ごとの論文等研究成果の発
表状況をまとめたものである。 
年度別論文発表状況 
学 部 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006年度 2007 年度 計 
経済学部 13 11 11 15 12 62 
現代政策学部 - - - 10 15 25 
経営学部 - 21 33 38 43 135 
理学部 29 26 18 25 28 126 
薬学部 67 54 68 79 69 337 
語学教育センター 7 7 12 7 4 37 
計 116 119 142 174 171 722 
この中で、投稿の多いジャーナルは、Biological and Pharmaceutical Bulletin(29 報)、
Anticancer Research(29 報 ) 、 In Vivo(25 報 ) 、 Chemical and Pharmaceutical 
Bulletin(14 報)、International Journal of Pharmaceutics(12 報)、Journal of the 
6．研究環境
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 American Chemical Society(11 報)、Journal of Controlled Release(9 報)などである。 
学内の公表媒体としては､毎年 1 回刊行の各学部の紀要等がある。具体的には The Josai 
Journal of Business Administration(経営学部、刊行 2004 年度から )、The Josai 
Mathematical Monographs(理学部数学科、刊行 1998-2003 年度)、城西人文研究(経済学部
一般教養、刊行 1973 年度から)、城西経済学会誌(経済学部、刊行 1965 年度から)、城西
現代政策研究(現代政策学部、刊行 2007 年度から)、城西大学経営紀要(経営学部、刊行
2005 年度から)、城西大学経済経営紀要(経済学部、刊行 1978 年度から)、城西大学研究年
報 人文・社会科学編(経済学部一般教養、刊行 1988-2003 年度)、城西大学研究年報.自然
科学編(理学部、刊行 1988 年度から)、城西大学語学教育センター研究年報(語学教育セン
ター、刊行 2005 年度から)、城西大学大学院研究年報(経済学研究科、刊行 1984 年度か
ら)の 11 誌があり、この内、The Josai Journal of Business Administration と城西大学
経営紀要に関してはレフリーによる査読を設けている。
下表は、「大学基礎データ(表 24)」から、過去 5 年間、上記学内の公表媒体から発表状
況をまとめたものである。 
城西大学学内研究年報 
2003 2004 2005 2006 2007 
紀 要 
外 日 外 日 外 日 外 日 外 日 
The Josai Journal of Business 
Administration - - 6  5  7  6  
The Josai Mathematical 
Monographs 1  - - - - - - - - 
城西人文研究  4      7   
城西経済学会誌  4  5  3  3   
城西現代政策研究 - - - - - - - -  5 
城西大学経営紀要 - - - -  6  7  6 
城西大学経済経営紀要  4  4  4  2  3 
城西大学研究年報、 
人文・社会科学編  3 - - - - - - - - 
城西大学研究年報、自然科学編  7  6    4 1 4 
城西大学語学研究センター年報 - - - - 1 3 1 3   
城西大学大学院研究年報 1 7 1 5  7  5   
 * 研究ノートを含む。 外：外国語、日：日本語 
学外発表論文について、自然科学分野における世界最大の書誌索引データベース
「Scopus」で、本学の論文等の採録状況を見ると、2008 年までに 1578 件が採録されてい
るが、最近 5 年間の採録数は、2003 年 80 件、2004 年 75 件、2005 年 72 件、2006 年 78 件、
2007 年 62 件となっている。1578 件のうち 1382 件が論文であり、その他に会議録、レ
ビューなども含まれるが、主な分野別件数と割合は以下のようになっている。
Pharmacology, Toxicology and Pharmaceutics(658)(26.8％) 
6．研究環境 6．研究環境
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 Chemistry(607)(24.7％) 
Biochemistry, Genetics and Molecular Biology(527)(21.4％) 
Medicine(213)(8.7％) 
Immunology and Microbiology(94)(3.8％) 
Physics and Astronomy(72)(2.9％) 
下表は、「大学基礎データ(表 24)」から、過去 5 年間の学部ごとの著書等研究成果の発
表状況をまとめたものである。 
年度別著者発表状況 
学 部 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006年度 2007 年度 計 
経済学部 5 3 6 3 5 22 
現代政策学部 - - - 2 2 4 
経営学部 - 11 10 6 10 37 
理学部 19 9 20 9 6 63 
薬学部 27 48 47 36 45 203 
語学教育センター 2 0 1 1 0 4 




本学教員は、1 人当り平均 3～4 学会に所属している。過去 3 年間の学部ごとの専任教員
の国内外の学会での発表状況は、「大学基礎データ(表 24)」から下表のとおりである。 
年度別国内外の学会での活動状況 
学 部 2005 年度 2006年度 2007 年度 計 
経済学部 8 9 10 27 
現代政策学部 - 8 6 14 
経営学部 7 6 6 19 
理学部 44 49 56 149 
薬学部 133 155 219 507 
語学教育センター 8 6 6 20 

























本応用数理学会、日本 OR 学会、International Symposium on the Jahn-Teller Effect、


































を得た件数は「大学基礎データ(表 31)」のとおり、経済学部 2 件、現代政策部 6 件、経営
学部 3 件、理学部 1 件、薬学部 6 件である。毎年同程度の個人・共同研究の件数が採択さ
れ、教育・研究の充実が図られている。
国際的な共同研究への参加状況 
経済学部では、姉妹校韓国東西大学と 2 つのテーマ「日韓 FTA・EPA に関する共同研
究」と「日韓の少子高齢化と福祉政策の比較研究」で日韓共同研究を行っている。
現代政策学部では、2007 年 12 月中国の中山大学との共同研究プロジェクト「物流面か
らみた広州の都市交通体系のあり方」に関する共同研究をスタートさせている。







































































名称 制度の趣旨・目的 予算額(2007 年度) 
区分 実験系 非実験系 
教授 890 480 
准教授・助教・講師 864 454 
助手 838 428 
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 除き、ほとんど専任教員に 1 人一部屋の研究室を��し、�������などの基本�な�
品の他に、学内 LAN への接続環境も整っており、十分に教員のニーズに応えるものとなっ
ている。また、理学部・薬学部は実験系学部のため、実験室を教員研究室として利用して
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 (単位：千円) 


















2005 年度からの 3 年間の状況を見ると、申請件数は毎年増加しているものの、採択率は


















2003 年 5 月に「城西大学生命科学研究倫理審査委員会規程」を制定した。本規程にした
6．研究環境 6．研究環境









 生命科学研究倫理審査員会は 2003 年 5 月より、本学教員(医師を含む)の他、臨床現場
で活躍する学外医師、学外の自然科学有識者 1 名、倫理・法律を含む人文・社会科学有識
者(弁護士)1 名、広く社会の意見を反映できる市民 1 名を含み、判断が偏らず、広い観点

















































2006 年度から 2 年間のデータによる国内での学会活動を示す所属学会への出席状況と学
















に限られている。特に、科学研究費補助金を得た研究は 2 年間で 2 件しかなく、また研究
代表者になっていない。



























金の導入件数が少ない点が挙げられる。特に、科学研究費を得た研究は 3 年間で 3 件しか
ないことであり、今後、競争的研究資金の割合を高めることが課題である。 
6．研究環境 6．研究環境
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過去 5 年間の専任教員 1 人当たりの論文等の公表件数は、学内誌と学外誌を併せて 3.8
本(学内誌 1.2 本、学外誌 2.6 本)である。また著書の教員 1 人当たりの刊行数の平均は
1.6 冊であり、論文と著書を併せた公表件数は、5.4 本(年平均 1 本強)である。この中に
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2006 年度が 35 名、2007 年度が 27 名、2008 年度が 18 名となっている。 
7．社会貢献 7．社会貢献









の高い評価を得ている。過去 3 年間の受講者数は、2005 年度が 1,475 名、2006 年度が
1,284 名、2007年度が 898 名である。受講者数の減少の理由は、2007年度より公開講座の
数を 10 講座から 8 講座にしたことにある。            
2007年度公開講座 
(メインテーマ：21 世紀を生きる～安心・安全で質の高い生活を目指して～) 
内      容 講  師 受講者数 
化学物質と人間のかかわり 
～地球環境とエネルギー問題～ 
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 2002 年度から実施しているが、受講者は年々増加し、地域に定着した講座となっている。  
2)生涯教育講座 
 薬学部では学部の理念を実現する上で健康に関わる生涯教育の充実は必須である。1989



















 2007年度：受講者数  12 名、受講科目 15 科目 






経営学部では、2004 年 4 月の創設時より起業家の育成を教育目標とし、坂戸市商工会及
び坂戸市役所の協力を得て、北坂戸駅東口に「城西大学経営学部チャレンジショップ」を
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 2007 年度本学教員の応嘱状況 
応   嘱   先 教員所属学部 
文部科学省(高等教育局大学振興課大学設置室) 薬学部 1 名 
厚生労働省(医薬食品局審査管理課) 薬学部 1 名 
厚生労働省(健康局総務課生活習慣病対策室栄養指導) 薬学部 2 名 
独立行政法人理化学研究所(安全管理部研究倫理課) 現代政策学部 1 名 
独立行政法人国際協力機構(青年海外協力隊事務局) 経済学部 1 名 
国立教育政策研究所教育課程研究センター 理学部 1 名 
社団法人日本私立大学連盟(総務課) 薬学部 1 名 
社団法人私立大学情報教育研究会 理学部 1 名 
社団法人東京都栄養士会 薬学部 2 名 
社団法人日本精神科病院協会(精神保健判定医等養成研修会) 現代政策学部 1 名 
財団法人機械振興協会経済研究所 現代政策学部 1 名 
財団法人日本人事試験研究センター(研究開発部) 理学部 1 名 
東京都福祉保健局(健康安全室健康安全課免許係) 薬学部 1 名 
埼玉県薬剤師研修協議会 薬学部 1 名 
埼玉県坂戸市教育委員会(学校教育課) 
経営学部 1 名 
理学部 2 名 
埼玉県坂戸市役所(環境部廃棄物資源課) 薬学部 1 名 
埼玉県坂戸市役所(環境部環境政策課) 薬学部 1 名 
社会福祉法人坂戸市社会福祉協議会 経済学部 1 名 
埼玉県川口市役所(都市計画部都市計画課) 経営学部 1 名 






























クト(SPP)」へ積極的に応募し採択され、2003 年度より実施している。過去 5 年間 SPP で
採択された「教員研修」のテーマは以下のとおりである。
[過去 5 年間 SPP で採択された「教員研修」のテーマ] 

























・ Power Point を活用した数学の指導・教育方法及び教材開発 
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 チャーズ・サイエンスキャンプ)」を実施している。研修の対象者は、中学校及び高等学
























校生以上を対象に大学図書館の閲覧利用を積極的に広報し、2007 年 9 月より鶴ヶ島市立図






とを受け、2008 年 4 月より「ライブラリーカード会員制度」を制定した。入会した会員に
は、2 週間の期間で 5 冊まで貸出をしている。10 月 27 日現在 49 名の入会があり徐々に増
えている。 
7．社会貢献 7．社会貢献
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 また、会員及び学生からの利用時間延長の要望があり、2008 年 4 月より図書館の閉館時










 また、希版画を含む 9 点の東洲斎写楽の作品を所蔵しており、美術館では日本の文化発
展に寄与することを目的として、これらの美術品を入学式・卒業式・学園祭等大学行事に
あわせて一般公開をしている。最近 3 年間の入館者数は、2006 年度 972 名、2007年度 974
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 金利の決定要因、投資信託の特徴、資本市場における投資家心理、資産運用とライフプラ
ンニングなどである。
現代政策学部の寄附講座開設状況については、2007 年 10 月に富士火災海上保険株式会
社の寄付講座を「なぜ起きる！企業不祥事と事故！～リスクマネジメントのプロ～」の












ンパスで開催した。110 名の参加者中 51 名が薬局に勤務する栄養士有資格者であった。第




経営学部では、2008 年 2 月から 2008 年 12 月の期間、スナックフード・サービス株式会





についての委託研究の依頼があり、教員個人に対して、2007 年度で 1 件 10 万円の提供を
受けた。化学科では、独立行政法人 国立環境研究所より「ナノ孔ガラス VOC センサ」の
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 て年間約 25 万円の寄付を受けている。さらに、相手先から食品－医薬品相互作用に関す
る受託研究の打診を受けている。各講座単位での共同研究・受託研究は 2007 年度で 6 件、
約 1,000 万円規模であり、それぞれ当該講座スタッフにより行われている。 











許出願件数は 1989 年度から現在までで 4 件であり、商標登録出願件数は 7件である。
特許等の技術移転に伴い発生した収入の取り扱いについては、上記規程に基づき発明者、
大学等へ配分される。管理費控除後の収入額については、100 万円未満、100 万円以上 500
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「薬学部生涯教育講座」への参加者は、2006 年の第 36 回で 558 名、2007 年の第 39 回
で 576 名というように、毎回約 300 から 600 名の参加者がおり、卒業生の生涯学習に対す











































































































配置している。経済学部における現在の専任教員数は教授 8 名、准教授 6 名、講師 1 名、
助教 2 名で専任教員数の総計は 17 名である(大学基礎データ 表 19)。これは大学設置基




現代政策学部は、2006 年 4 月に開設した。学部開設に際して設置準備委員会において選






員を上回っている。専任教員 1 人当たりの在籍学生数は 46.0 となっている。なお、現代




ている。すなわち、いわゆる経営学一般の分野で 5 名、マーケティング分野で 2 名、会計
学分野で 2 名、情報・環境・経営工学分野で 5 名、経済学・行政学分野で 5 名、教育学分
野で 2 名、スポーツ・女性学分野で 4 名となっている。専任教員は「大学基礎データ 表
19」のとおり、25 名(うち特任等 2 名)であり、設置基準上必要な専任教員数の 23 名を満




る。理学部の専任教員は教授 16 名、准教授 14 名、講師 9 名、助教 1 名の 40 名であり、





学科 50 名、医療栄養学科 100 名で総定員 2,100 名の学部である。薬学部の専任教員は教
授 36 名、准教授 15 名、講師 11 名、助教 17 名の 79 名であり、専任教員 1 人当たり 1 学
年 5～8 名の少人数担任制による教育を可能にしている。また、兼任教員数は 17 名である。
薬学科、薬科学科は完成年度を迎えておらず、専任教員数の追加が計画されている。なお、















員を上回っている。専任教員 1 人当たりの在籍学生数は 46.0 となっている。なお、現代




ている。すなわち、いわゆる経営学一般の分野で 5 名、マーケティング分野で 2 名、会計
学分野で 2 名、情報・環境・経営工学分野で 5 名、経済学・行政学分野で 5 名、教育学分
野で 2 名、スポーツ・女性学分野で 4 名となっている。専任教員は「大学基礎データ 表
19」のとおり、25 名(うち特任等 2 名)であり、設置基準上必要な専任教員数の 23 名を満




る。理学部の専任教員は教授 16 名、准教授 14 名、講師 9 名、助教 1 名の 40 名であり、





学科 50 名、医療栄養学科 100 名で総定員 2,100 名の学部である。薬学部の専任教員は教
授 36 名、准教授 15 名、講師 11 名、助教 17 名の 79 名であり、専任教員 1 人当たり 1 学
年 5～8 名の少人数担任制による教育を可能にしている。また、兼任教員数は 17 名である。
薬学科、薬科学科は完成年度を迎えておらず、専任教員数の追加が計画されている。なお、











11 名、第二外国語が 2 名、日本語が 3 名、計 16 名で構成され、その内ネイティヴ教員は
2 名であり、女性教員は 3 名である。また、兼任講師 30 名の協力を得ている。必修科目
(英語)は、経済学部、経営学部、現代政策学部の学生を対象に、入学時にプレイスメン
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専任教員の年齢構成は、61 歳以上 20 名(25.3％)、51～60 歳 20 名(24.1％)、41～50 歳
23 名(29.1％)、31 歳～40 歳 16 名(21.5％)であり、各年代ほぼ均等な年齢構成となってい
る。
6)語学教育センター 
30 歳代が 2 名、40 歳代が 2 名と若い年齢層が少なく、高齢者に偏っており、61 歳以上
の占める割合は 37.5％である。 
専任教員の年齢構成(全体に占める割合：％) 
学部/年齢 61 歳～ 51～60 41～50 31～40 ～30 
経済 52.9 23.5 11.8 11.8 0.0 
現代政策 23.5 23.5 23.5 29.5 0.0 
経営 24.0 28.0 16.0 32.0 0.0 
理 47.5 35.0 10.0 7.5 0.0 
薬 25.3 24.1 29.1 21.5 0.0 
語学 37.5 37.5 12.5 12.5 0.0 























2008年度入学生から 2 年次における英語必修科目を 1科目追加した。また「国際教育セン
ター」が企画している海外留学制度の「JEAP 実施委員会」にも参加し、2008 年度にはレ






外国人教員は、専任教員として、現代政策学部 2 名、経営学部 2 名、薬学部薬学科 1 名、
薬学部医療栄養学科 1 名、語学教育センター2 名が採用されている。また、兼任(非常勤)
講師として 8名が採用されている。
教員組織における女性教員の占める割合 






















2008年度入学生から 2 年次における英語必修科目を 1科目追加した。また「国際教育セン
ター」が企画している海外留学制度の「JEAP 実施委員会」にも参加し、2008 年度にはレ






外国人教員は、専任教員として、現代政策学部 2 名、経営学部 2 名、薬学部薬学科 1 名、
薬学部医療栄養学科 1 名、語学教育センター2 名が採用されている。また、兼任(非常勤)
講師として 8名が採用されている。
教員組織における女性教員の占める割合 





























薬学科・薬科学科の実習コーディネート部門では講師・助教 3 名、助手 2 名、医療栄養学
科では講師 1 名、助手 2 名を配置している。各実験・実習科目について教科目担当教員に






語学教育センターが人的補助を必要とする教育科目は Language Lounge と Language 






















































































昇格は、大学設置基準第 14 条、第 15 条、第 16 条、第 16 条の 2 及び第 17 条に準拠し











過去 5 年間における新任用は 2008 年度の 2 名(助教)で、2 年更新の任期制での任用であ
る。過去 5 年間において、昇格者は准教授から教授への 1 名である。 
2)現代政策学部 




















































































































































































































































や経営管理分野が 4 名、そのうち教授が 3 名、准教授が 1 名である。会計学やマーケティ
ング分野は 3 名の教授、情報・経済・教育分野が 3 名、そのうち教授が 2 名、准教授が 1
名である。分野別教員構成に関しては経営学研究科の理念・目的・教育目標を達成するた





員は設置基準を上回る 11 名であり、代数学分野 3 名、解析学分野 3 名、数理科学分野 5
名を配置している。幾何学は欠員である。在籍学生総数は、2007 年度 18 名、2008 年度 16
人であり、総定員 30 名よりも少ない状況にある。指導に支障はない。
 物質科学専攻(修士課程)は、社会で技術職あるいは研究者として活躍できる高度な研究
と教育を修めた者を育てることを目指している。専任教員数は 7 名、兼任教員数 3 名であ
り、情報科学部門 2 名、分子物性光学部門 1 名、物質機能部門 3 名、分子設計部門 4 名を
配置している。在籍学生総数は、2007 年度 15 名、2008 年度 12 人であり、総定員 30 名よ
りも少ない状況にある。指導に支障はない。 
8．教員組織 8．教員組織



















や経営管理分野が 4 名、そのうち教授が 3 名、准教授が 1 名である。会計学やマーケティ
ング分野は 3 名の教授、情報・経済・教育分野が 3 名、そのうち教授が 2 名、准教授が 1
名である。分野別教員構成に関しては経営学研究科の理念・目的・教育目標を達成するた





員は設置基準を上回る 11 名であり、代数学分野 3 名、解析学分野 3 名、数理科学分野 5
名を配置している。幾何学は欠員である。在籍学生総数は、2007 年度 18 名、2008 年度 16
人であり、総定員 30 名よりも少ない状況にある。指導に支障はない。
 物質科学専攻(修士課程)は、社会で技術職あるいは研究者として活躍できる高度な研究
と教育を修めた者を育てることを目指している。専任教員数は 7 名、兼任教員数 3 名であ
り、情報科学部門 2 名、分子物性光学部門 1 名、物質機能部門 3 名、分子設計部門 4 名を





での教育ともリンクしている。教員は、4 分野 11 講座に配置している。在籍学生総数は、






さらに学部での教育ともリンクしている。教員は、4 分野 9 講座に配置している。在籍学





リンクしている。教員は、3 分野 9 講座に配置している。在籍学生総数は、2007 年度 55







































研究科の英文紀要「The Josai Journal of Business Administration」を毎年発刊してい
る。理学研究科では、数学専攻、物質科学専攻共に、修士論文中間発表会、修士論文発表
会を行い、その際に同僚間で討議を行っている。数学専攻は研究年報「城西大学大学院理







い。しかし、修士論文作成に関して、研究開始時点から 1 名の主査及び 2 名の副査による
集団指導の形態をとっており、主査の教育指導は副査説明(2 年間で 3 回実施)によって間
接的ではあるが、副査から評価される機会を持っている。また、修士論文発表会は学部、
8．教員組織 8．教員組織





















研究科の英文紀要「The Josai Journal of Business Administration」を毎年発刊してい
る。理学研究科では、数学専攻、物質科学専攻共に、修士論文中間発表会、修士論文発表
会を行い、その際に同僚間で討議を行っている。数学専攻は研究年報「城西大学大学院理







い。しかし、修士論文作成に関して、研究開始時点から 1 名の主査及び 2 名の副査による



































人事課(5 名)、経理課(6 名)、調達課(4 名)、管財課(3 名)、営繕課(3 名)を設置し、事務
職員 27 名を配置している。また、各学部・センターなどの業務を円滑に行うため、教学
系事務組織に、入試課(7 名)、学務課(4 名)、教務課(5 名)、学生課(8 名)、就職課(12 名)、
経済学部事務室(7 名)、経営学部事務室(7 名)、現代政策学部事務室(5 名)、理学部事務室
(4 名)、薬学部事務室(11 名)、別科事務室(2 名)、語学教育センター事務室(2 名)、国際
教育センター事務室(4 名)、生涯教育センター事務室(2 名)、情報科学研究センター事務





























































































































































































































































































































































実施日 研修名 主催者 内容 対象者 参加者 場所
































   
 
9．事務組織 9．事務組織













































































































(所要時間 60 分)徒歩 10 分のところにある。高崎方面から八高線を利用する場合は、
10．施設・設備
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越生駅で東武越生線に乗り換え、川角駅で下車する。また、JR 線を利用する場合は、
八王子方面より高麗川駅下車、通学バスで大学に来ることができる。






棟)までを 1 本の道でつないでいる。途中 11 号館(水田記念図書館棟)前のメイン通路
を挟み、東側に 1・6・10・16・18 号館、西側に 2・3・4・13・17 号館の建物が配置
されている。
建物は 1 号館から 18 号館まであり、薬・理系建物として 1 号館理学部棟( 7,316






年度平均 49.5％である。ゼミ室・演習室の利用率は 37.2％である。13 号館(6,270
㎡)では現代政策学部・短期大学・別科が共用しており、1 階に Language lounge が配
置され語学学習に利用されている。17 号館(6,598 ㎡)は経営学部棟とし、主に経営学
部が使用しているが、2 つの講堂やプレゼンテーションルームを配置しており行事等





教員研究室棟には 12 号館(1,292 ㎡)があり主に経済学部、語学教育センターの教員
が在室している。また、そのほかにも教員研究室が備えられている号館がある。
保有校舎面積は 75,706 ㎡(18 号館を除く)、基準校舎面積(43,933 ㎡)の 1.72 倍と
なっている。
2008 年 7 月より薬学部 6 年制移行に対応するため、18 号館(7,778 ㎡)が稼動してお
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田町駅より徒歩 5 分のところにある。また、赤坂見附駅より徒歩 8 分、四ッ谷駅より






403 室に 31 台、メディアラボに 16 台整備されている。 
また、図書館や食堂等、教職員・学生が共に利用できる施設を整備している。 
  ｵ)鋸南セミナーハウス 
鋸南セミナーハウスは、千葉県鋸南町に城西大学創立 35 周年を記念して建設され
た。4 人部屋 9 室、2 人部屋 6 室、計 15 室 48 名収容の宿泊施設、3 部屋に分割可能な
48 名収用のセミナー室 1 室を有し、豊かな自然と温暖な環境に恵まれた中での勉学、
研究、親睦に使用され、好評を得ている。
  ｶ)安房ラーニングセンター 
姉妹校である城西国際大学保有の JOSAI 安房ラーニングセンターを本学でも利用す
ることが可能である。180 席の AV ホール、60 席の中セミナー室 1 室、30 席の小セミ





・クラスター検出ポンプ     1 台   ・高速冷却遠心機        3 台 
・倒立顕微鏡          1 台   ・DNA シーケンスシステム     2 台 
・可視紫外分光光度計         3 台   ・発光恒温培養装置         1 台 
・高分解能分光器        1 台     ・ダブルビーム分光光度計     1 台 
・レーザーラマン分光光度計   1 台     ・純粋製造装置          1 台 
・放射線計数装置        1 台     ・ガスクロ質量分析計      1 台 
・赤外分光光度計        2 台   ・紫外分光光度計        2 台 
10．施設・設備 10．施設・設備
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・半導体レーザー分光機     1 台   ・分光光度計検出器       1 台 
・マイクロ波カウンター     1 台    ・回収溶媒精密蒸留装置     1 台 
・ﾌｰﾘｪ変換赤外分光光度計    2 台   ・ｷｬﾋﾟﾗﾘｰ電気泳動システム    1 台 
・シリコンボロメーター     1 台   ・Ｘ線回析装置         1 台 
・赤外線検出装置        1 台   ・密度測定装置         1 台 
・赤外半導体レーザー光源    1 台   ・磁気天秤           1 台 
・製氷機(フレーク)       1 台   ・電磁石装置          1 台 
・自動電気天秤         1 台   ・微差圧計           1 台 
・液体クロマトグラフ      1 台   ・マイクロカロリーメータ    1 台 
・自動融点測定装置 1 台 ・温度計測器 1 台 
・精密蒸留装置 1 台 ・蛍光偏光度測定システム 1 台 
・ミクロ天秤 1 台 ・熱分析システム 1 台 
・全自動洗浄機 1 台 ・示差走査熱量計 1 台 
・顕微鏡 1 台 ・自記分光光度計 1 台 
・温度勾配恒温機 1 台 ・凍結粉砕機 1 台 
・落射蛍光顕微鏡  ・遺伝子解析システム 1 台 
6 号館 
・CO2 インキュベータ 1 台 ・ディープフリーザー 4 台 
・超低温フリーザー 2 台 ・全自動ｼｽﾃﾑファーメンタ 1 台 
・凍結乾燥器 1 台 ・乾燥器 1 台 
・集塵機付調剤ターミナル 1 台 ・全自動錠剤分包機 1 台 
・インテリジェント分取ポンプ 1 台 ・落射蛍光装置 1 台 
・倒立型顕微鏡システム 4 台 ・蛍光顕微鏡 1 台 
・フィルター切替装置 1 台 ・メトラーサーチスシステム 1 台 
・イメージアナライザー 1 台 ・蛍光位相差顕微鏡システム 1 台 
・超音波発生試験装置 1 台 ・分離用小型超遠心器 2 台 
・高速冷却遠心機         10 台 ・遠心式濃縮装置        多数 
・密度勾配遠心機 1 台 ・置換ガスクリーニングシステム 1 台 
・イアトロスキャン 1 台 ・散薬調剤台 1 台 
・自記分光光度計 3 台 ・分光光度計 1 台 
・ダブルビーム分光光度計 6 台 ・紫外可視分光光度計 9 台 
・赤外分光光度計 11 台 ・蛍光分光光度計 1 台 
・グラスマルチスキャン 1 台 ・ディジタル施光計 4 台 
・生物化学発光分析装置 1 台 ・光学異性体分離分析 1 台 
・簡易生化学光分析ベトスキャン 1 台 ・生化学分析システム 1 台 
10．施設・設備 10．施設・設備
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・半導体レーザー分光機     1 台   ・分光光度計検出器       1 台 
・マイクロ波カウンター     1 台    ・回収溶媒精密蒸留装置     1 台 
・ﾌｰﾘｪ変換赤外分光光度計    2 台   ・ｷｬﾋﾟﾗﾘｰ電気泳動システム    1 台 
・シリコンボロメーター     1 台   ・Ｘ線回析装置         1 台 
・赤外線検出装置        1 台   ・密度測定装置         1 台 
・赤外半導体レーザー光源    1 台   ・磁気天秤           1 台 
・製氷機(フレーク)       1 台   ・電磁石装置          1 台 
・自動電気天秤         1 台   ・微差圧計           1 台 
・液体クロマトグラフ      1 台   ・マイクロカロリーメータ    1 台 
・自動融点測定装置 1 台 ・温度計測器 1 台 
・精密蒸留装置 1 台 ・蛍光偏光度測定システム 1 台 
・ミクロ天秤 1 台 ・熱分析システム 1 台 
・全自動洗浄機 1 台 ・示差走査熱量計 1 台 
・顕微鏡 1 台 ・自記分光光度計 1 台 
・温度勾配恒温機 1 台 ・凍結粉砕機 1 台 
・落射蛍光顕微鏡  ・遺伝子解析システム 1 台 
6 号館 
・CO2 インキュベータ 1 台 ・ディープフリーザー 4 台 
・超低温フリーザー 2 台 ・全自動ｼｽﾃﾑファーメンタ 1 台 
・凍結乾燥器 1 台 ・乾燥器 1 台 
・集塵機付調剤ターミナル 1 台 ・全自動錠剤分包機 1 台 
・インテリジェント分取ポンプ 1 台 ・落射蛍光装置 1 台 
・倒立型顕微鏡システム 4 台 ・蛍光顕微鏡 1 台 
・フィルター切替装置 1 台 ・メトラーサーチスシステム 1 台 
・イメージアナライザー 1 台 ・蛍光位相差顕微鏡システム 1 台 
・超音波発生試験装置 1 台 ・分離用小型超遠心器 2 台 
・高速冷却遠心機         10 台 ・遠心式濃縮装置        多数 
・密度勾配遠心機 1 台 ・置換ガスクリーニングシステム 1 台 
・イアトロスキャン 1 台 ・散薬調剤台 1 台 
・自記分光光度計 3 台 ・分光光度計 1 台 
・ダブルビーム分光光度計 6 台 ・紫外可視分光光度計 9 台 
・赤外分光光度計 11 台 ・蛍光分光光度計 1 台 
・グラスマルチスキャン 1 台 ・ディジタル施光計 4 台 
・生物化学発光分析装置 1 台 ・光学異性体分離分析 1 台 
・簡易生化学光分析ベトスキャン 1 台 ・生化学分析システム 1 台 
   
・ガスクロマトグラフ 7 台 ・高速液体クロマトグフ         38 台 
・カラムクロマト自動分析装置 1 台 ・アイソクラテックシステム 1 台 
・遠心薄層クロマトトロン 1 台 ・高圧グラジェント分析システム 1 台 
・HPLC 応用システム 1 台 ・クロマトスキャナー 1 台 
・低電位電解装置 1 台 ・DNA 蛋白質酵素分析装置 1 台 
・フッ素化脂肪酸分析システム 1 台 ・生体高分子分離分析システム 1 台 
・RPS ローター 1 台 ・エリトリエータ細胞分離 1 台 
・溶出試験システム 1 台 ・電子メーター 1 台  
・円二色性検出器 1 台 ・遠心薄層クロマトトロン 1 台 
・小型膜乳化装置 1 台 ・クルオロテロマー分析システム 1 台 
・顔画像解析装置 1 台 ・管欠式血圧測定装置 1 台 
・ミノトーム 1 台 ・HPLC 装置 1 台 
・ラット微動脈測定装置 1 台 ・生化学分析システム 2 台 
・精密回転粘度計 1 台 ・アナライザー 3 台 
・モデル 550 解析システム 1 台 ・Krmdieck  tissue 1 台 
・サーマルサイクラー 1 台 ・遺伝子定量システム 1 台 
・蛍光画像記録システム 1 台 ・細胞内伝達物質測定システム 1 台 
・細胞内カルシウム測定 1 台 ・カルシューム測定装置 1 台 
・マイクロプレートリーダー 1 台 ・粒度分析測定装置 1 台 
・レオメーター2 丁型セット 1 台 ・データ収録、解析システム 1 台 
・フッ酸反応システム 1 台 ・血小板凝集能測定装置 2 台 
・血小板凝集計 2 台 ・胃内視鏡(ラット用) 1 台 
・HeliosGeneGun 1 台 ・クリニカルイオンメーター 1 台 
・高感度示差走査熱量計 1 台 ・バイオクリーンベンチ 3 台 
・セフティキャビネット 2 台 ・PCR 1 台 
・灰化装置            1 台 ・ディフュージョンチャンバー 1 台 
・コーニングコースタ拡散セル 1 台  
16 号館 
・遠心エバポレーター 3 台 ・CO2 インキュベーター 2 台 
・超純水製造装置 1 台 ・振とう培養機 1 台 
・ディープフリーザー 4 台 ・ドライ振とう培養器 1 台 
・窒素定量装置 1 台 ・脂肪酸定量装置 1 台 
・低温室(4 度 C) 1 台 ・凍結乾燥機 2 台 
・バイオシェーカー 1 台 ・ミクロトーム 2 台 
・蛍光顕微鏡 3 台 ・倒立顕微鏡 3 台 
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・顕微鏡用デジタルカメラ 1 台 ・マニピュレーター          1 台 
・自動洗浄装置 1 台 ・高速冷却遠心機 8 台 
・卓上型超遠心機 3 台 ・マイクロ遠心濃縮器 1 台 
・解析記録装置 1 台 ・遺伝子増幅装置 1 台 
・微小電極実験装置 1 台 ・自記分光光度計 2 台 
・紫外可視分光光度計 1 台 ・蛍光光度計 2 台 
・蛍光発光マイクロプレートリー 2 台 ・デンシトメーター 1 台 
・UV ワークステーション 1 台 ・ガスクロマトグラフ 3 台 
・ガスクロマト FID 検出器 1 台 ・反応クロマトポンプ 1 台 
・ガスクロマト FCD 検出器 1 台 ・高速液体クロマトグラフ 5 台 
・液体クロマトグラフ質量分析装置 1 台 ・HPLC システム 1 台 
・FPLC  AKTA 1 台 ・DNA シーケンサー 1 台 
・プロティンシ－ケンサー 1 台 ・食品生体成分分析装置 1 台 
・ビタミン定量 HPLC 3 台 ・生化学自動分析装置 1 台 
・フォルム ABI/PWV 測定 1 台 ・セルソーター 1 台 
・蛋白精製用 HPL システム 1 台 ・タンパク精製システム 1 台 
・ジェネティックアナライザー 1 台 ・Gene Amp PCR 1 台 
・RoboCycler Gra 1 台 ・一酸化窒素測定装置 1 台 
・ヘマトレーサー 1 台 ・クリープメーター 1 台 
・代謝計測装置(メタバイン) 1 台 ・分子設計支援システムグラフィ 1 台 
・レトルトオートクレーブ 1 台 ・肝灌流装置 1 台 
・動物用飼育チャンバー 1 台 ・マイクロアイソレータ 1 台 
・動物用代謝計測システム 1 台 ・トレッドミル 3 台 
・自動ボンベ熱量計 1 台 ・クリーンベンチ              24 台 
・PCR 装置 2 台 ・運動負荷試験システム 1 台 
・呼吸代謝測定装置 1 台 ・生理機能測定システム 1 台 
・体脂肪計 1 台 ・全自動血球計数計 1 台 
・超音波骨密度測定装置 2 台 ・データー処理システム 1 台 
・マイクロフードスライサー 1 台 ・コンベクションオーブン 1 台 
・食品温冷配膳者 2 台 ・2D 画像解析システム 1 台 
・DNA マイクロアレイスキャナ 1 台 ・switch9304M 1 台 
・冷凍庫付恒温恒湿庫 3 台 ・ショックフリーザー 1 台 
・急速冷却庫 1 台 ・ディープフリーザー 3 台 
・顕微鏡デジタルカメラ 1 台 ・UV サンプル撮影装置 1 台 
・フィルムレコーダー 1 台 
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・顕微鏡用デジタルカメラ 1 台 ・マニピュレーター          1 台 
・自動洗浄装置 1 台 ・高速冷却遠心機 8 台 
・卓上型超遠心機 3 台 ・マイクロ遠心濃縮器 1 台 
・解析記録装置 1 台 ・遺伝子増幅装置 1 台 
・微小電極実験装置 1 台 ・自記分光光度計 2 台 
・紫外可視分光光度計 1 台 ・蛍光光度計 2 台 
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・FPLC  AKTA 1 台 ・DNA シーケンサー 1 台 
・プロティンシ－ケンサー 1 台 ・食品生体成分分析装置 1 台 
・ビタミン定量 HPLC 3 台 ・生化学自動分析装置 1 台 
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・ジェネティックアナライザー 1 台 ・Gene Amp PCR 1 台 
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ｲ)設備・機器の更新状況 








  ｱ)機器分析センター(924 ㎡、RC 造り 2F 建) 
    主な設置機器は下記のとおりである。
     ・細胞機能画像解析システム     1 台 ・二波長分光光度計    1 台 
     ・生体分子間相互作用解析システム  2 台 ・電子顕微鏡         2 台 
    ・アミノ酸分析装置        1 台 ・超遠心機           2 台 






化学 41 13,954 28 11,611 
薬学 93 42,333 160 71,185 
医療 44 26,661 0 0 
2005 年度 
全体 2,840 294,657 596 122,395 
化学 41 16,362 38 8,633 
薬学 94 32,931 226 37,807 
医療 24 8,356 0 0 
2006 年度 
全体 388 144,983 495 86,298 
化学 54 24,803 46 8,584 
薬学 149 64,051 234 60,976 
医療 43 15,168 0 0 
2007 年度 
全体 315 146,899 656 245,975 
合   計 3,543 586,539 1,747 454,668 
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     ・示差走査熱量天秤        1 台 ・質量分析装置       5 台 
     ・酵素免疫測定装置        1 台 ・凍結破断装置         1 台 
         ・表面プラズモン共鳴分析装置    1 台 ・電子スピン共鳴装置   2 台 
     ・高周波プラズマ発光分析装置   1 台 ・Ｘ線構造解析装置     1 台 
     ・有機化合物構造解析システム   2 台 ・Ｘ線回析装置       1 台 
          ・核磁気共鳴装置(NMR)       5 台 ・赤外分光光        1 台 
         ・リアルタイム PCR 装置          1 台 ・円二色性分散計      1 台 
  ｲ)アイソトープセンター(402 ㎡、RC 造り 2F 建) 
   主な設置機器は下記のとおりである。
     ・ラジオ薄層クロマトグラフ    1 台 ・動物乾燥装置      1 台 
     ・Ｘ線波光分析器         1 台 ・超遠心機         1 台 
     ・放射能モニタリングシステム    1 台 ・超低温フリーザー    1 台 
     ・液体シンチレーション       2 台 ・半導体検出器      1 台 
     ・ガスモニター           1 台 ・蛍光光度計        1 台 
     ・放射性有機廃液焼却装置       1 台 ・高速液体クロマトグラフ 2 台 
     ・廃液処理凍結乾燥器         1 台 ・細胞培養システム     1 台 
  ｳ)生命科学研究センター(807 ㎡、RC 造り、6F 建の内、2 フロアーを使用) 
    主な設置機器は下記のとおりである。
     ・高速液体クロマトグラフ     2 台 ・ラット自動給水付飼育棚 6 台 
     ・システム顕微鏡              1 台 ・マウス  〃      3 台 
     ・超低温槽                 1 台 ・ウサギ自動給水付飼育棚 2 台 
     ・高解像度カラー写真撮影装置     1 台 ・ネコ   〃       1 台 
     ・実験動物用Ｘ線ＣＴ装置         1 台 ・犬    〃         1 台 
     ・オートクレーブ             2 台 ・ラット飼育棚       4 台 
           ・ロータリーゲージウォッシャ     1 台 
ｴ)情報科学研究センター 
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ｱ) ｢マルチメディア教育環境の実現を目指す｣  
ｲ) ｢いつでも、どこでも、誰とでも、誰もが｣ 
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・経済学部/理学部：プログラミング教育として Visual Studio 等を導入  
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・経済学部/理学部：プログラミング教育として Visual Studio 等を導入  
































   
8)演習室状況 
演習室 OS 設置台数 総面積 使用学部 備考 
清-402 Windows XP 31 60㎡ 全学部  
清-403 Windows XP 31 60㎡ 全学部  
清-301 Windows XP 55 170㎡ 全学部  
清-302 Windows XP 101 214 ㎡ 全学部  
清-303AB Windows XP 73 189 ㎡ 全学部  
清-303C Windows XP 12 63 ㎡ 全学部  
1-103 Windows XP 30 144 ㎡ 理学部  
1-115 Windows XP 10 24 ㎡ 理学部  
3-105 Windows XP 31 70㎡ 全学部  
3-106 Windows XP 25 35 ㎡ 全学部  
3-107 Windows XP 20 35 ㎡ 全学部  
6-103 Windows XP 106 185 ㎡ 薬学部  
13-401 Windows XP 41 97 ㎡ 全学部  
13-403 Windows XP 41 97 ㎡ 全学部  
13-412 Windows XP 20 47 ㎡ 全学部  
16-414 Windows XP 61 117 ㎡ 薬学部  
17-307 Windows XP 85 122 ㎡ 経営学部  
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ター(94 ㎡)、ステイショナリーショプ・トラベルセンター(45 ㎡)、17 号館にコーヒー
ショップ(92 ㎡)、総合体育館の一部に学生ホール(425 ㎡)を置き、学生が利用しやすいよ
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設けられている。現在未スロープの建物は 12 号館、14 号館(総合体育館)、食堂棟、アイ
ソトープセンター、10 号館東側のみである。また、身障者対応エレベーター設置建物は
1・4・6・15・16・17 各号館の 6 棟あり、身障者用トイレの設置建物は 6・11・15・16・














力を行うことにより地球温暖化の原因とされている CO2 排出量の削減に努めている。 
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耐震化する必要のある建物(1981 年 6 月以前に建築した建物)は 7 棟あるが、このうち 3
棟は耐震工事を実施し、耐震化率は 76％である(私立大学施設の耐震改修状況調査結果は





2008 年度現在、保有面積は全体で、202,684 ㎡、基準校地面積の 2.62 倍となっている。
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年を目途に更新し、各学部の要望に対応できるようにしている。また講義室・実習室の
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2009 年 4 月より情報教育システムを一新する。新情報教育システムでは、更なる安
全性、信頼性、そして学生への利便性の向上を目指し、システム構築を行う。具体的に
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数学分野の洋図書及び製本雑誌の一部約 1 万 9 千冊(全所蔵数の 4.8％)は、理学部数学図書室
に分置されている。
2008 年 5月 1日現在の蔵書数は、図書 396,332 冊であり、分野別・和洋別の構成は、以下の
表のとおりである。  
NDC 分野 和の冊数 洋の冊数 合計冊数 比率 
0 総記 11,860 3,786 15,646 3.9% 
1 哲学 6,878 3,098 9,976 2.5% 
2 歴史 12,210 3,883 16,093 4.1% 
3 社会科学 81,609 30,787 112,396 28.4% 
4 自然科学 32,613 25,510 58,123 14.7% 
5 技術 8,217 1,857 10,074 2.5% 
6 産業 10,590 3,569 14,159 3.6% 
7 芸術 6,395 542 6,937 1.8% 
8 語学 7,131 4,058 11,189 2.8% 
9 文学 18,096 8,704 26,800 6.8% 
  製本雑誌・その他 24,577 90,362 114,939 29.0% 
合計   220,176 176,156 396,332 100.0% 
  和洋別比率 55.6% 44.4% 100.0%   
視聴覚資料を除いた図書の経年増加数は、2005 年度 8,014 冊、2006 年度 6,525 冊、2007 年
度 8,078 冊である。視聴覚資料のタイトル数は、8,324 点で、主なタイトルは、CD-ROM、DVD-





2,505種を所蔵している(大学基礎データ 表 41)。 
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るが、OUP(Oxford University Press) 、SpringerLink 、 APS(American Physiological Society) 






��している。特に「�デ�カル��ンライン」の利用は、2007 年�の���が 1,172 件であ
り、院生・学生の利用が多い。
電子ブックについては、OCLC の NetLibrary 搭載の和書 190 点、洋書については

































館棟は、建築面積 1,592 ㎡、延床面積 7,245 ㎡の地下 1 階、地上 9 階建てであり、そのうち 3
階と 2 階の一部及び積層書庫が図書館スペースであり、事務局との共用建物であった。1993 年、
事務棟として清光会館が竣工したのを機に、蔵書数の増加とIT化に対応した機能整備を図るべ
く改装工事を行い、1 階から 4 階までの 4,676 ㎡を図書館で使用することになった。現在、閲
覧・視聴覚・OPAC 端末などサービススペースは 2,088 ㎡、書庫スペースは 2,150 ㎡で、図書収
容可能冊数は約 41万冊であるが、既に蔵書数は 39 万 6 千冊を超えており、図書館棟だけでも
37 万 5 千冊の収蔵となっている。少しずつ閲覧スペースを書架スペースに換えて対応している
が、収蔵書庫の確保は急務となっている。
その他、1 号館 4 階に数学図書室がある。1998 年度より、理学部大学院理学研究科・数学専
攻が設置され、従来の「数学書庫」を大学院の『専用図書室』とし、大学院用に購入した洋図
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2008 年度より開館時間を平日は 19 時閉館を 21 時閉館、土曜日は 16 時 30 分閉館を 19 時閉
館と延長した。さらに日曜日も 17時まで開館することとした。休館日は、祝祭日、創立記念日、
大学センター入試日、夏期及び冬期休業の一定期間のみとし、開館日数を 264 日(2007 年度)か
ら339日へと大幅に拡大した(大学基礎データ表42)。 
閲覧座席数については、466 席、他に視聴覚室 90 席、AV ルーム 24 席を有しているが、閲覧





ている。これら情報検索のためのOPAC端末は61台(1階 14台・2 階 16台・3階 28 台・視聴覚
室 1台・グループ学習室 1台・数学図書室 1台)で、全ての端末においてインターネットの利用
が可能で、蔵書検索の他に電子ジャーナルの閲覧やデータベース検索の利用に供している。上
記の端末のうち31台は、画面転送型のシンクライアントシステムによる構成となっている。ま
た、全ての利用者用 PC では Microsoft 社の Office を使用できる環境が整備され、利用者は検
索用としてだけでなく、レポート等の作成にも利用している。なお、図書館 2 階には無線 LAN
が引かれており、利用者が情報センターに登録したパソコンを持参すればインターネット環境
を利用することができる。




その他、3 階に 30 席のグループ学習室がある。視聴覚室と同様の機器類が整備されており、
グループ学習室と視聴覚室の機能を合わせた部屋として利用されている。通常は予約制である
が、試験期には開放している。グループ学習室の2007年度の利用は254件であった。









書館の入館者総数は、学外利用者も含めて 2005 年度 230,057 人、2006 年度 206,257 人、2007
年度 199,613人であった。図書館利用者数等の状況はホームページで公開している。 
11．図書館および図書・電子媒体等 11．図書館および図書・電子媒体等













データを機械可読目録とした。さらに 1999 年、2000 年問題を考慮して IBM「LibVision 
Ver.2」へ図書館システムを移行し、雑誌の所蔵データも含めた、図書館目録 OPAC をインター
ネット上に公開し、全ての書誌・所蔵情報がOPACから検索可能となった。
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年度 複写依頼 貸借依頼 依頼合計 複写受付 貸借受付 受付合計 
2003 1,797 16 1,813 1,501 66 1,567 
2004 2,316 16 2,332 1,065 86 1,151 
2005 3,244 107 3,351 1,226 92 1,318 
2006 1,569 101 1,670 840 116 956 
2007 2,281 81 2,362 887 155 1,042 
2)私立大学図書館協会に加盟し相互協力及び館員の研修に役立てている。2006 年度から 2007





















































研究紀要に関する調査」を受けて、各紀要編集委員会での検討の結果、2002 年度に 4 誌、2003
年度に 4 誌、2004 年度に 1 誌を応募し、紀要の電子化を行った。その間、編集委員へ紀要の電
子化についての理解を求め、発行時に印刷会社へ電子版の納品を依頼し、図書館ホームページ
で公開していくことを推進した。現在 14誌の紀要類を図書館ホームページ及び国立情報学研究


































研究紀要に関する調査」を受けて、各紀要編集委員会での検討の結果、2002 年度に 4 誌、2003
年度に 4 誌、2004 年度に 1 誌を応募し、紀要の電子化を行った。その間、編集委員へ紀要の電
子化についての理解を求め、発行時に印刷会社へ電子版の納品を依頼し、図書館ホームページ
で公開していくことを推進した。現在 14誌の紀要類を図書館ホームページ及び国立情報学研究










① 利用環境の整備状況  
1)常に利用者サービスの向上を主眼とした図書館運営 
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 6)地域公開 
近隣の公共図書館との協力体制とライブラリーカード会員制度の導入により、地域公開を積































経常予算 147,740 149,032 152,146 151,292 128,890 159,840 160,942 161,005 160 ,441
新聞図書費 74,300 77 ,871 81,071 81 ,071 87,726 94,156 101,414 100,000 102 ,600
図書費 28,352 24 ,952 24,952 27 ,252 26,452 26,452 26,452 26,452 26,452
補助金申請 1,077 4 ,788 27,034 36,887
補助金交付額 2,300 12,600 16,343
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絡会」と呼称していた。2008 年度の構成員は、常務理事、学長、副学長 4 名、各学部長、
別科長、教務部長、学生部長、就職部長、事務局長、事務局次長、学務課長である。諸組
12．管理運営 12．管理運営














































































































































































































































































とで連携協力を図っている。なお、「学校法人城西大学寄附行為」第 6 条第 1 項第 1 号に










































































































科    目 金    額 科    目 金    額 
帰属収入合計 16,799,645 消費支出の部合計 13,427,762 
基本金組入額合計 △5,974,254 帰属収支の差額 3,371,883 
2003
年度 
消費収入の部合計 10,825,391 消費収支の差額 △2,602,371 
帰属収入合計 16,828,050 消費支出の部合計 14,596,163 
基本金組入額合計 △8,367,846 帰属収支の差額 2,231,887 
2004
年度 
消費収入の部合計 8,460,204 消費収支の差額 △6,135,959 
帰属収入合計 17,686,190 消費支出の部合計 15,583,003 
基本金組入額合計 △ 4,542,581 帰属収支の差額 2,103,187 
2005
年度 
消費収入の部合計 13,143,609  消費収支の差額 △ 2,439,394 
帰属収入合計 17,604,848 消費支出の部合計 15,713,881 
基本金組入額合計 △ 1,667,896 帰属収支の差額 1,890,967 
2006
年度 
消費収入の部合計 15,936,952  消費収支の差額 223,071 
13．財務
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 帰属収入合計 17,890,090 消費支出の部合計 15,591,283 
基本金組入額合計 △ 4,368,110  帰属収支の差額   2,298,807 
消費収入の部合計 13,521,980  消費収支の差額  △ 2,069,303 
2007
年度 
  翌年度繰越収入超過額 9,960,259 
法人として、各年度の決算状況を見ると、帰属収支は、2005 年度約 21 億円、2006 年度
約 19 億円、2007 年度約 23 億円のプラスになっており、健全な状況を維持している。 
消費収支については、教育研究施設・設備等の積極的な整備を図る目的で、基本金へ
2005 年度約 45 億円、2006 年度約 17 億円、2007 年度約 44 億円を組み入れたため、2006
年度を除きマイナスとなった。










項   目 2005 年度 2006 年度 2007 年度 








3)消費収支の状況(城西大学)                  (単位：千円) 
収入の部 支出の部 
年度 
科    目 金    額 科    目 金    額 
帰属収入合計 10,782,078 消費支出の部合計 6,715,269 
基本金組入額合計 △1,615,438 消費収支の差額 2,451,371 
2003 
年度 
消費収入の部合計 9,166,640    
帰属収入合計 10,674,672 消費支出の部合計 7,074,607 
基本金組入額合計 △3,992,299 消費収支の差額 △392,234 
2004 
年度 
消費収入の部合計 6,682,373    
 
13．財務 13．財務
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年度 
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項   目 2005 年度 2006 年度 2007 年度 








3)消費収支の状況(城西大学)                  (単位：千円) 
収入の部 支出の部 
年度 
科    目 金    額 科    目 金    額 
帰属収入合計 10,782,078 消費支出の部合計 6,715,269 
基本金組入額合計 △1,615,438 消費収支の差額 2,451,371 
2003 
年度 
消費収入の部合計 9,166,640    
帰属収入合計 10,674,672 消費支出の部合計 7,074,607 
基本金組入額合計 △3,992,299 消費収支の差額 △392,234 
2004 
年度 
消費収入の部合計 6,682,373    
 
 
帰属収入合計 10,755,462 消費支出の部合計 7,380,531 
基本金組入額合計 △ 2,088,689 消費収支の差額 1,286,242 
2005
年度 
消費収入の部合計 8,666,773     
帰属収入合計 10,808,295 消費支出の部合計 7,640,674 
基本金組入額合計 △ 1,041,336 消費収支の差額 2,126,285 
2006
年度 
消費収入の部合計 9,766,959     
学生生徒等納付金 9,790,098 人件費 3,909,681 
手数料 195,324 教育研究経費 2,779,330 
寄付金 100,397 管理経費 705,479 
補助金 352,800 資産処分差額 35,347 
資産運用収入 191,243   
事業収入 94,909   
雑収入 81,861   
帰属収入合計 10,806,632 消費支出の部合計 7,429,837 
基本金組入額合計 △ 1,976,649  消費収支の差額 1,400,146 
2007
年度 
消費収入の部合計 8,829,983     
本学の 2005 年度決算状況を見ると、帰属収入は、約 108 億円、基本金組入額は約 21 億
円、消費収入の部の合計は約 87 億円、消費支出の部の合計は約 74 億円であり、消費収支
の差額は約 13億円のプラスである。
2006 年度決算においては、帰属収入は、約 108 億円、基本金組入額は約 10 億円、消費
収入の部の合計は約 98 億円、消費支出の部の合計は約 76 億円であり、消費収支の差額は
約 21億円のプラスである。 
直近の 2007 年度決算から見ると、収入の柱である学生納付金は、約 98 億円であり、補
助金等と合わせた帰属収入は約 108 億円であった。これから基本金組入額約 20 億円を差
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 また、本学の教育研究の充実を図るため、維持協力会を法人本部に設立し、寄付金受け
入れの増額に積極的に努力している。 
科学研究費・外部資金の受入状況等   (単位：円) 
年度 科学研究費 件数 受託研究費等 件数 寄付金 資産運用収入 
2005 年度 23,100,000 16 13,010,000 10 164,591,244 110,605,401  
2006 年度 26,670,000 18 20,927,000 12 76,086,856 189,923,084  
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予算単位責任者 学   長学部長・事務局長 理　事　長
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監査を行っている。2007 年会計年度においては、監査法人の公認会計士 4 名が本学におい











1)消費収支比率                           (城西大学) 






点 検 ・ 評 価 
1．人件費比率 
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全国平均より高い数値となっている。今後と
も、確実に実施してゆく。 
2)貸借対照表関係比率                        (法人全体) 






点 検 ・ 評 価 
1．固定資産構成比率 
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 4．流動負債構成比率 
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学部・学科 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 
経済学部経済学科 1.30 倍 1.29 倍 1.28 倍 1.28 倍 
経営学部 
マネジメント総合学科 
1.32 倍 1.33 倍 1.37 倍 1.19 倍 





科以外の学部学科の入学定員超過率は、現代政策学部 1.24 倍、理学部化学科 1.03 倍、薬
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